
■挨拶 ■開会挨拶 □１ 地方創生予算等最近の動き

衆議院議員
内閣府⼤⾂補佐官
伊藤 達也 ⽒

連絡会議会⻑団体
熊本県 東京事務所⻑
出⽥ 貴康 ⽒

○新型交付⾦の活⽤等について 事務局（内閣官房）

○⾦融庁の取り組み
⾦融庁 市場課
市場機能強化室⻑
多⽥ 治樹

○まちづくり事業への⽀援制度について
国⼟交通省 まちづくり推進課
都市開発⾦融⽀援室⻑
光安 達也

□２ 投資型をはじめとする「ふるさと投資」活用の仕組みの深化

「ふるさと投資」連絡会議は、先進事例に取り組む地方公共団体・地域金融機関等
を中心に昨年10月に設立後、関心を寄せる多くの団体の間で事例共有等を行い、手
引き等説明会や事例勉強会を開催してきたところです。今回は、「ふるさと投資」活
用の強みが発揮される仕組みや体制づくりの新しい展開について共有します。

～“あたたかい資金”を地域の「稼ぐ力」に、
「ふるさと投資」活用を深める・広げる～
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○ファンド事業者から ○公益事業者から ○地⽅公共団体から
ミュージックセキュリティーズ
代表取締役
⼩松 真実 ⽒

⽇本財団
ソーシャルイノベーション本部
社会的投資推進室⻑
⼯藤 七⼦ ⽒

名古屋市
住宅都市局
歴史まちづくり推進室
調査企画係⻑ 永原 誠 ⽒

公表
資料



■アドバイザーコメント

塩澤 修平 ⽒
慶應義塾⼤学経済学部
教授

⾚井 厚雄 ⽒
早稲⽥⼤学総合研究機構
研究院客員教授

保井 俊之 ⽒
地域経済活性化⽀援機構
常務取締役

吉野 直⾏ ⽒
アジア開発銀⾏研究所 所⻑
慶應義塾⼤学名誉教授

⽇本政策投資銀⾏
地域企画部⻑ 清⽔ 博 ⽒

⽇本証券業協会
⾃主規制本部エクイティ市場部総括部⻑ 森本 健⼀ ⽒

□３ あたらしいコミュニティやビジネスにつながる展開

○メディア連携、地域コミュニティビジネス、企業の参加、法務・業界活動について○百貨店から
三越伊勢丹ホールディングス
秘書室
特命担当部⻑
北川 ⻯也 ⽒

T-MEDIAホールディングス
取締役
（ワンモア社外取締役）
根本 浩史 ⽒

ワンモア（GREENFUNDING by T-SITE）
代表取締役CEO
沼⽥ 健彦 ⽒

○地域⾦融機関から
まちづくりギフト 代表
（宮崎スタートアップバレー

共同代表）
齋藤 潤⼀ ⽒

サーチフィールド
取締役FAAVO事業部責任者
齋藤 隆太 ⽒

北洋銀⾏
地域産業⽀援部
ものづくり・新事業推進室⻑
吉岡 孝則 ⽒

森・濱⽥松本法律事務所
パートナー
増島 雅和 ⽒ READYFOR

代表取締役
⽶良 はるか ⽒

○地域産業の担い⼿から
⽇本⻘年会議所
トップランナー副委員⻑ ⼋⽊ 輝義 ⽒

お問合せ先：「ふるさと投資」連絡会議（事務局：内閣官房（内閣府地方創生推進室））

東京都千代田区永田町1-11-39永田町合同庁舎 03-6206-6174 furusato@cao.go.jp
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〔平成28年2月19日時点の追加登録を含む〕

・構成員179団体 ※1月に構成員5団体追加

地方公共団体

北海道、北海道室蘭市、北海道釧路市、北海道岩見沢市、岩手県、岩手県陸前高田市、宮城県、
宮城県登米市、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、山梨県、
新潟県、新潟県長岡市、新潟県妙高市、新潟県阿賀野市、新潟県粟島浦村、福井県、長野県、
長野県川上村、静岡市、静岡県伊豆市、名古屋市、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
奈良県葛城市、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、岡山市、岡山県西粟倉村、広島県、山口県、
香川県、愛媛県、高知県、北九州市、福岡市、福岡県久留米市、佐賀県、長崎県、長崎市、
熊本県熊本県大津町、熊本県錦町、熊本県相良村、宮崎県延岡市

地域金融機関等

北海道銀行、北洋銀行、釧路信用金庫、青森銀行、みちのく銀行、岩手銀行、東北銀行、
北日本銀行、七十七銀行、仙台銀行、秋田銀行、北都銀行、秋田県信用組合、荘内銀行、
山形銀行、きらやか銀行、東邦銀行、福島銀行、福島信用金庫、いわき信用組合、常陽銀行、
水戸信用金庫、足利銀行、栃木銀行、佐野信用金庫、群馬銀行、東和銀行、武蔵野銀行、
埼玉縣信用金庫、千葉銀行、東京都民銀行、東日本銀行、八千代銀行、東京東信用金庫、
西武信用金庫、城南信用金庫、多摩信用金庫、横浜銀行、湘南信用金庫、第四銀行、北越銀行、
大光銀行、北陸銀行、富山第一銀行、八十二銀行、長野銀行、長野県信用組合、十六銀行、
岐阜信用金庫、東濃信用金庫、飛驒信用組合、静岡銀行、清水銀行、浜松信用金庫、 3



支援団体等

全国銀行協会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用金庫協会、
全国信用組合中央協会、第二種金融商品取引業協会、Ａ－ｐｏｒｔ、きびだんご、
ＧＲＥＥＮＦＵＮＤＩＮＧｂｙＴ－ＳＩＴＥ、Ｍａｋｕａｋｅ、ジャパンギビング、
スペースマーケット、宙とぶペンギン、日本財団、日本青年会議所、ＦＡＡＶＯ、
ミュージックセキュリティーズ、ＲＥＡＤＹＦＯＲ？

地域メディア等

全国地方新聞社連合会、ふるさとテレビ、カカクコム

・アドバイザー（学識経験者等の有識者） 順不同

塩澤 修平 氏 慶應義塾大学経済学部教授
赤井 厚雄 氏 早稲田大学総合研究機構研究院客員教授
保井 俊之 氏 地域経済活性化支援機構常務取締役
吉野 直行 氏 アジア開発銀行研究所所長 慶應義塾大学名誉教授
日本政策投資銀行
日本証券業協会

・関係省庁

金融庁 経済産業省 国土交通省 農林水産省 内閣官房 内閣府地方創生推進室

沼津信用金庫、愛知銀行、名古屋銀行、中京銀行、瀬戸信用金庫、知多信用金庫、三重銀行、
百五銀行、第三銀行、滋賀銀行、京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、池田泉州銀行、
関西アーバン銀行、みなと銀行、紀陽銀行、鳥取銀行、山陰合同銀行、中国銀行、広島銀行、
もみじ銀行、山口銀行、西京銀行、徳島合同証券、百十四銀行、香川銀行、伊予銀行、四国銀行、
福岡銀行、筑邦銀行、西日本シティ銀行、北九州銀行、十八銀行、親和銀行、肥後銀行、
熊本銀行、大分銀行、宮崎銀行、宮崎太陽銀行、鹿児島銀行、南日本銀行、琉球銀行、沖縄銀行、
沖縄海邦銀行、新生銀行、日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫
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北陸・中部

⾸都圏

中国・四国 北海道・東北

近畿

北海道
室蘭市
岩⾒沢市
釧路市
岩⼿県
陸前⾼⽥市

宮城県
登⽶市
秋⽥県
⼭形県
福島県

茨城県
栃⽊県
群⾺県
埼⽟県
千葉県
⼭梨県

常陽銀⾏
⽔⼾信⽤⾦庫
⾜利銀⾏
栃⽊銀⾏
佐野信⽤⾦庫
群⾺銀⾏
東和銀⾏
武蔵野銀⾏
埼⽟縣信⽤⾦庫
千葉銀⾏
東京都⺠銀⾏
東⽇本銀⾏
⼋千代銀⾏
東京東信⽤⾦庫
⻄武信⽤⾦庫
城南信⽤⾦庫
多摩信⽤⾦庫
横浜銀⾏
湘南信⽤⾦庫
⼭梨中央銀⾏

新⽣銀⾏
⽇本公庫

北九州市
福岡市
久留⽶市
佐賀県
⻑崎県
⻑崎市
熊本県
⼤津町
錦町
相良村
延岡市

福岡銀⾏
筑邦銀⾏
⻄⽇本シティ銀⾏
北九州銀⾏
⼗⼋銀⾏
親和銀⾏
肥後銀⾏
熊本銀⾏
⼤分銀⾏
宮崎銀⾏
宮崎太陽銀⾏
⿅児島銀⾏
南⽇本銀⾏

琉球銀⾏
沖縄銀⾏
沖縄海邦銀⾏
沖縄公庫

京都府
⼤阪府
兵庫県
奈良県
葛城市
和歌⼭県

滋賀銀⾏
京都銀⾏
京都信⽤⾦庫
京都中央信⽤⾦庫
池⽥泉州銀⾏
関⻄アーバン銀⾏
みなと銀⾏
紀陽銀⾏

⿃取県
島根県
岡⼭県
岡⼭市
⻄粟倉村
広島県
⼭⼝県

⾹川県
愛媛県
⾼知県

⿃取銀⾏
⼭陰合同銀⾏
中国銀⾏
広島銀⾏
もみじ銀⾏
⼭⼝銀⾏
⻄京銀⾏

徳島合同証券
百⼗四銀⾏
⾹川銀⾏
伊予銀⾏
四国銀⾏

新潟県
⻑岡市
妙⾼市
阿賀野市
粟島浦村
福井県
⻑野県
川上村

静岡市
伊⾖市
名古屋市
三重県

九州・沖縄

第四銀⾏
北越銀⾏
⼤光銀⾏
北陸銀⾏
富⼭第⼀銀⾏
⼋⼗⼆銀⾏
⻑野銀⾏
⻑野県信⽤組合
⼗六銀⾏
岐⾩信⽤⾦庫
東濃信⽤⾦庫
⾶驒信⽤組合
静岡銀⾏
清⽔銀⾏
浜松信⽤⾦庫
沼津信⽤⾦庫
愛知銀⾏
名古屋銀⾏
中京銀⾏
瀬⼾信⽤⾦庫
知多信⽤⾦庫
三重銀⾏
百五銀⾏
第三銀⾏

⻘森銀⾏
みちのく銀⾏
岩⼿銀⾏
東北銀⾏
北⽇本銀⾏

七⼗七銀⾏
仙台銀⾏
秋⽥銀⾏
北都銀⾏
秋⽥県信⽤組合
荘内銀⾏
⼭形銀⾏
きらやか銀⾏
東邦銀⾏
福島銀⾏
福島信⽤⾦庫
いわき信⽤組合
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北海道銀⾏
北洋銀⾏
釧路信⽤⾦庫

（注）
地図上の⿊⾊表⽰は、
連絡会議に参加してい
る地⽅公共団体を表す。



《岩⼿県⼆⼾市》岩⼿銀
地域密着型⾦融、座敷わらしの宿
《秋⽥県》
県内でのふるさと投資の推進、
地元紙による「ファンあきた」開設

《栃⽊県》栃⽊銀
県庁・地域プロデュース企業による
「とちぎファンズ」の取り組み、
地元銀⾏による地域産業創⽣プログラム

《滋賀県》滋賀銀
地元銀⾏のふるさと投資への取り組み

《熊本県》
地⽅創⽣に向けた推進体制（協議会設置）

《⼤阪府》
⼤阪におけるCF定着を⽬指す取り組み

《兵庫県》
ひょうごふるさと応援・成⻑⽀援事業
「きらりひょうごプロジェクト」の取り組み

《北九州市》
リノベーションまちづくりの取り組み

《岩⼿県陸前⾼⽥市》
被災地応援ファンドによる事業者⽀援

2.【広島市】
豪⾬災害・緊急⽀援プロジェクト

8.【仙台市】
ベガルタ仙台 被災地の⼈々1,000⼈を
試合へ招待したい！

9.【北海道県⽯狩市】北海道銀
市⺠⾵⾞ファンド2014⽯狩厚⽥

10.【埼⽟県深⾕市】埼⽟縣信⾦
つばさグリーンファーム深⾕ねぎファンド

13.【栃⽊県⼤⽥原市】
⼤⽥原グリーン・ツーリズムファンド

1.【神奈川県鎌倉市】
「かまくら想い」プロジェクト始動！

12.【熊本県南関町】
くまもと県⺠発電所 幸せファンド

11.【愛媛県今治市】
⾵で織るタオルファンド

《愛媛県》
共感型⺠間資⾦活⽤促進事業の取り組み

7.【和歌⼭県串本町】
古い劇場跡を改修し、⼈が集い
⽂化に触れる場所にしたい！！

14.【神⼾市】
ソダッテ阪神沿線 新在家編

4.【⼤阪市】
真⽥幸村スーツで⼤阪の縫製業界を

盛り上げたい！15.【奈良県明⽇⾹村】
明⽇⾹村古⺠家活⽤おもてなしファンド

16.【滋賀県⻑浜市】
⿊壁ガラス⼯房25周年ファンド

《奈良県》
エリアマネジメント推進事業の取り組み

《⼭⼝・広島・福岡県》⼭⼝銀
ソーシャルファイナンス社による
「KAIKA」開設

《徳島県》徳島合同証券
徳島を元気にする⾦融商品をつくる取り組み

《名古屋市》
歴史まちづくりの取り組み

《北海道》北洋銀
地銀の地域活性化に向けた取組み《岡⼭県⻄粟倉村》

「百年の森林構想」とファンドによる地域づくり

5.【島根県美郷町】
幻の果実ポポーをみんなに⾷べてもらいたい！

《島根県》
地域づくり活動資⾦調達事業の取り組み

関係する地域⾦融機関の名称は、
事例発表者、寄稿者のみ記載。

《岐⾩県⾶騨地域》⾶驒信組
信組のふるさと投資への取り組み

《⻑野県》
信州型スモールビジネス創出を⽬指し
た取り組み

3.【岐⾩県⾼⼭市】
⾶騨⾼⼭に、コワーキングスペース

をつくります！

17.【岡⼭県⻄粟倉村】
⻄粟倉村共有の森ファンド
6.【⿃取県⼋頭町】
⿃取をもっと楽しくするコミュニティーハウスを

つくりたい！
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① 地方創生の深化のための新型交付金（「地方創生推進交付金」） 1,000億円

○ 地方公共団体の地方創生の深化に向けた自主的・主体的な取組を支援
① 先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中核的人材の確保・育成
例：ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング（日本版DMO）、生涯活躍のまち、働き方改革、小さな拠点、 等

②既存事業の隘路を発見し、打開する取組
・地方公共団体自身が既存事業の隘路を

発見し、打開するために行う取組
③先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

③ まち・ひと・しごと創生事業費（地方財政計画） １兆円

○ 地方公共団体が、地域の実情に応じ、自主的・主体的に地方創生に取り組むことができるよう、平成27年度地方財政計画の
歳出に、１兆円を計上

○ 平成28年度についても、引き続き地方財政計画の歳出に１兆円計上

② 総合戦略等を踏まえた個別施策（①を除く。ただし、特別会計による予算措置も含む。） 6,579億円

○ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標別の内訳は以下の通り
ⅰ）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする ：1,895億円
ⅱ）地方への新しいひとの流れをつくる ： 649億円
ⅲ）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる ：1,099億円
ⅳ）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する ：2,936億円

④ 社会保障の充実 7,924億円

○ 子ども・子育て支援新制度の円滑な施行を進めるとともに、医療・介護サービスの提供体制改革等を推進 7

平成28年度 地方創生関連予算等について

（参考）地方創生加速化交付金（27年度補正予算） ：1,000億円
一億総活躍社会実現に向けた緊急対応として、地方版総合戦略に基づ
く各自治体の取組の先駆性を高め、レベルアップを加速化。KPIとPDCA
サイクルを組み込んだ自治体の自主的・主体的な取組を支援。

事務局 内閣官房

（事業費2,000億円）



（イメージ）
地方創生関連の交付金〔加速化、新型〕の概要・位置づけ

地方版総合戦略の推進

【27年度】

26補正
基礎交付
1,400億円

上乗せ交付
300億円

27補正
加速化交付金
1,000億円

28新型交付金

年度

横展開 / 隘路タイプ

先駆タイプ

【28年度】

〔加速化〕
地方版総合戦略に基づく各自治体の取組について、
先駆性を高め、レベルアップの加速化を図る。
そのため、
○上乗せ交付金の特徴的な事例、
○地域しごと創生会議における特徴的な事例
等も紹介し、自治体の自主的・主体的な取組を支援。

地方版総合戦略の策定

情報支援
の拡充

人的支援の
拡充

8

〔新型〕

地方創生の深化
のための、
２８年度予算案
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成立： 平成28年１月20日
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新型交付金の活用事例イメージ（先駆的な事業例）



「ふるさと投資」（クラウドファンディング等活⽤）
による個別プロジェクトの実現

「ふるさと投資」（クラウドファンディング等活⽤）
による個別プロジェクトの実現

国の新型交付⾦や、地域の連携メンバーによる効果的な⽀援

1.地⽅創⽣プロジェクトの発掘
○セミナーや説明会の開催
○資⾦調達⼿法マッチング

2.プロジェクトの⽴ち上げ⽀援
○事業計画助⾔
○デューデリジェンス助成

3.プロジェクトの評価、ＰＲ
○地域プロモーション⽀援
○さらなる連携、案件発掘

●地域⾦融機関等との連携、
●地域の⽬利き⼈材の育成

●⼤都市からの
お⾦の流れ、地域循環

「ふるさと投資」（クラウドファンディング等活⽤）
による

⺠間の個別プロジェクトの実現

ふるさと名物の
開発、販路育成

農林⽔産業
の六次産業化

観光プログラムの
構築、集客実施

既存ストックへの
追加投資、活⽤

地域への成⻑マネー供給やプロモーションの成果イメージ ※前回資料の再掲・⼀部改

地⽅公共団体の効果的なかかわり
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13

新型交付金の活用事例イメージ（先駆的な事業例） 参考



14

新型交付金の活用事例イメージ（先駆的な事業例） 参考
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地方創生応援税制の創設（「企業版ふるさと納税」 ）



○志のある企業が地方創生を応援する税制を創設

⇒地方公共団体による地方創生のプロジェクトに対し寄附をした企業に、
税額控除の措置を新設！

○企業が寄附しやすいように
・税負担の軽減効果を２倍に
・寄附額の下限は１０万円からとし、少額寄附にも対応
⇒企業による地方創生の応援団の輪が広がる！

地方創生応援税制

市民からの要望に応えて、
雇用創出と環境保全の両面か
ら効果的な森林保全プロジェ
クトをぜひ来年度から実施した
いなぁ・・・。

でも、財源が厳しいなぁ・・・。

＜A市長の場合＞

そうか、この企業版ふるさと納税を使って、民
間企業の寄附を募ればいいわね。

企業にとっても、税負担の軽減効果が2倍に

なるし、地方創生に貢献すれば企業イメージの
アップにもつながるわね！

早速、森林や水源に関係の深い飲料メー
カーや住宅メーカーにトライしてみましょう!!

損⾦算⼊
（約３割）

税額控除
（３割）

1000万円

300万円(現⾏)
600万円(２倍に!!)
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１． 対象となる地方公共団体

地方版総合戦略を策定する地方公共団体を対象とする。

ただし、次のいずれにも該当する地方公共団体は、対象団体から除外する。

• 地方交付税の不交付団体であること

• 市町村については、その全域が地方拠点強化税制の支援対象外地域と
されている団体であること

（→東京都、23特別区、東京圏に所在する不交付団体（18市町）が対象外となる。）

２． 優遇措置を受けるための手続き

① １．の地方公共団体は、地方版総合戦略に位置付けられた事業であって、しご
と創生や結婚・出産・子育て等の観点から効果の高い地方創生事業（重要業績
評価指標（KPI）の設定、PDCAの整備等）について、地域再生計画を策定し、国
の認定を受ける。

② 認定を受けた地域再生計画に記載された地方創生事業に対し企業が寄附を
行った場合に、当該寄附について税の優遇措置を受けることができる。

ただし、企業が本社の立地する地方公共団体に寄附を行う場合は、優遇措置
の対象から除外する。

３． 優遇措置の内容

• 現行の損金算入措置に加え、法人住民税、法人事業税、法人税の税額控
除の措置を創設する。

• 寄附額に対する控除額の割合は、法人住民税、法人事業税、法人税の合
計で寄附額の３割とする。

法人住民税で寄附額の２割を控除

法人住民税で２割に達しない残り分を、法人税で控除（ただし、
寄附額の１割が限度）

法人事業税で寄附額の1割を控除

• 納税額に対する控除額の上限は、法人住民税20％、法人事業税20％
（※）、法人税5％ とする。

• （※）地方法人特別税廃止後は15％

• １企業における１事業当たりの寄附額の下限額は、10万円とする。

４． 寄附企業に対する地方公共団体の行為の制限

• 地方公共団体は、寄附を行う企業に対し、寄附の代償として経済的利益
を与える次のような行為を行ってはならない。

・寄附額の一部を補助金として供与すること

・入札や許認可で便宜を図ること

・有利な利率で融資すること 等

法人住民税
＋法人税

法人
事業税

企業負担（約４割）

損金算入による軽減効果
（約３割）※

国税＋地方税

寄附額

［税制措置のイメージ］

（２割） 税額控除 （１割）

※企業が地方公共団体に寄附する場合は、その全額が損金算入されるため、
寄附額の約３割（法人実効税率）相当額の税の軽減効果がある。

「企業版ふるさと納税」制度の概要
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「企業版ふるさと納税」 の活用（創業地応援編）

↗
続

き
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地域の成長マネー供給促進フォーラムについて

１．趣 旨

地域の実情を踏まえつつ成長マネーの供給促進を図る観点から、地元ベンチャー企業の経営者やベンチャーキャピタル、上

場を果たした地元企業、証券取引所、地元証券会社、地域金融機関、行政当局など地元の資本市場を巡る関係者が一堂に会

し、各地域の資本市場をめぐる現状や課題について幅広く意見交換を行うとともに、地域への成長マネー供給に係る取組事例

の紹介・共有等を図る。

２．開催実績等

○ これまで、福岡（平成27年6月23日）、大阪（同6月26日）、仙台（同12月9日）、名古屋（平成28年2月12日）で開催。

○ 参加メンバーは、地元ベンチャー企業等の経営者やベンチャーキャピタル、証券取引所、日本証券業協会、証券会社、

地域金融機関、政府系金融機関、行政当局等であり、各回とも総勢60～90名程度が参加。

（注）「ふるさと投資」連絡会議、経済産業省、復興庁（仙台開催のみ）とも連携。

【議事】

議題１：地元経済界から見た地域の資本市場

（１）企業の成長フェーズに応じた資金調達に係る事例や課題

－ プレゼンテーション（地元ベンチャー企業やクラウドファンディング活用の事例等）

－ 討議

（２）地域のベンチャー企業等に対する成長マネー供給

－ プレゼンテーション（ベンチャーキャピタル・地域金融機関の取り組み等）

－ 討議

議題２：成長マネー供給に向けた施策

－ プレゼンテーション（投資型クラウドファンディング・株主コミュニティ制度等）

－ 討議

⾦融庁の取り組み
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投資型クラウドファンディング（ファンド型）に関する取扱い状況について

※ いずれも、一般社団法人第二種金融商品取引業協会公表資料より抜粋。

平成27年９月末
21.5億円
（215本）

平成27年12月末
22.7億円
（231本）

○ ファンドの新規募集状況

平成27年５月29日
～９月30日

2.6億円
（41本）

平成27年10月１日
～12月31日

3.2億円
（51本）

（注）改正金商法施行前に募集を開始したものを含んだ、各末日時点における
事業運営中のファンドの出資額の総額。

○ ファンドの組成残高

（注）改正金商法施行後、各期間中に募集を開始したファンドの出資金の目標
募集額総額。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

クラウドファンディングを活用した
まちづくり事業への支援制度について

平成２８年２月１９日

国土交通省 都市局
まちづくり推進課都市開発金融支援室

光安 達也

まちづくり事業への⽀援制度について 国⼟交通省
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（一財）民間都市開発推進機構について

○ 民間都市開発推進機構（民都機構）は、良好な市街地の形成と都市機能の増進等が見込まれる民
間都市開発事業を金融面で支援するため、民間都市開発の推進に関する特別措置法に基づく指定を
受けた財団法人(昭和62年設立。平成25年4月1日より一般財団法人へ移行）であり、都市再生特別措
置法に基づく業務等を行っている。

Ｈ２７年

クラウドファンディン
グ型支援制度を拡充
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住民参加型まちづくりファンド支援業務の概要

指定まちづくり会社等による

まちづくり事業

住民等によるまちづくり事業

（公募により選定）

まちづくりファンド

・都市再生推進法人、中心市街地整備推進
機構、市町村長が指定するＮＰＯ等の非
営利法人 等

・都市再生推進法人等であるまちづくり会
社（指定まちづくり会社）

・公益法人・公益信託

・地方公共団体が設置する基金 等

助成

住民・
地元企業

国

民都機構
有識者による
選定委員会

地方
公共団体

資金拠出等
資金
拠出

補助

＜支援限度額＞
次の①～③のうち、最も少ない額
①2,000万円（必要と認められる場合には5,000万円）
②地方公共団体の拠出額
③総資産額（民都機構による支援後）の１／３

＜支援対象事業＞
○公共公益施設整備、修景施設整備、民間による都市開発事業

（例）建築物の整備・保全・改修、観光案内板の設置、
スロープ・防犯灯等の設置 等

出資

○ 地域の資金を地縁等により調達し、住民等によるまちづくり事業への助成や、まちづくり会
社への出資を行う「まちづくりファンド」に対し、民都機構が資金拠出による支援を行い、住
民参加型まちづくりの推進を図る。

従来型

23



クラウドファンディング活用型住民参加型まちづくりファンド支援業務の概要

個人

(資金提供者)

クラウドファン
ディングによ
る資金提供

国

民都機構
有識者による
選定委員会

住民等による
まちづくり事業

（公募により選定）

地方
公共団体

助成
・

出資

資金
拠出
等

資金
拠出

補助

＜支援限度額＞
次の①～③のうち、最も少ない額
①１億円
②地方公共団体の拠出額
③総資産額（民都機構による支援後）の１／２

＜支援対象事業＞
○公共公益施設整備、修景施設整備、民間による都市開発事業

（例）建築物の整備・保全・改修、観光案内板の設置、
スロープ・防犯灯等の設置 等

○ハード事業と一体として必要となる以下のような事業
・什器等の購入費用
・仲介事業者へのクラウドファンディング実施のための委託費用・個人投

資家等へのクラウドファンディングのPR・広報の実施のための費用
・まちづくり事業の専門家を事業者に派遣して、クラウドファンディング

事業の採算性向上等のコンサルティングを行うための費用

まちづくりファンド

・都市再生推進法人、中心市街地整
備推進機構、市町村長が指定する
ＮＰＯ等の非営利法人 等

・都市再生推進法人等であるまちづ
くり会社（指定まちづくり会社）

・公益法人・公益信託

・地方公共団体が設置する基金 等

クラウドファンディング活用型
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クラウドファンディング活用型平成２７年度採択案件一覧

まちづくり
ファンド名

申請者
対象地
域等

クラウドファン
ディング類型

目的

京町家まちづくりク
ラウドファンディング
活用支援基金

（公財）京
都市景観
まちづくり
支援セン
ター

京都市
内

投資型 ・ 京町家の保全、再生、活用をクラウド
ファンディングの広報力により促進する
ことで、国内外に支援者を増やすこと

・ 京都固有のくらし、空間、まちづくりの
文化の継承、発展とまちなみ景観の保
全及び創造、さらには地域の活性化を
図ること

なごや歴史まちづく
り基金

（公財）名
古屋まち
づくり公社

名古屋
市内

（主に）
購入型

・ 歴史的建造物保存活用事業に対しク
ラウドファンディングを活用した資金的
支援を行うことにより、事業者の活用意
識を促進すること

・ 市民だけでなく当該地域以外の多くの
人の関心を高め、身近に歴史が感じら
れるまちづくりを一層推進すること

未来おうみファンド （公財）淡
海（おう
み）文化
振興財団

滋賀県
内

寄付型 ・ 企業や県民等の地域への想い（寄付）
をＮＰＯの市民活動へつなげ（助成・支
援）、滋賀の特色ある地域の活性化を
図ること

・ 地域を支える寄付文化の創造に資す
ること
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クラウドファンディング活用型平成２７年度採択案件①

○ 公益財団法人京都市景観まちづくりセンターが基金設置主体となり、市内にある約4,800軒
の京都の歴史・文化の象徴である京町家の減少を食い止め、保全・再生・活用を推進すること
により、地域活性化を図る。

○ 投資型を活用することで継続的に、より多くの京町家の保全・再生・活用につなげる。

○ 支援対象の事業として、京町家を改修し、ゲストハウスや店舗、グループホーム等の福祉施設の
整備を想定。

京町家まちづくりクラウドファンディング活用支援基金（京都市）

スキーム図 事業イメージ

＜京町家を活用したゲストハウス＞

スキーム図

＜京町家を活用したカフェ＞
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○ （公財）名古屋まちづくり公社が基金設置主体となり、歴史的建造物保存活用事業への資金
的支援を行うことにより、まちづくり事業者の活用意識を促進するとともに、身近に歴史を感
じられるまちづくりを一層推進。

○ クラウドファンディング類型に関わらず、マッチングファンドにより、クラウドファンディ
ングにより調達した額と同額をまちづくり事業者に対して助成予定。

○ 歴史的建造物の保存・活用資金をクラウドファンディングを活用して集めることにより、そ
の取組の情報発信につながり、当該地域以外の多くの人に関心をもってもらうことにもつなが
る。

なごや歴史まちづくり基金（名古屋市）

事業イメージ

＜古民家を改修した飲食店＞

スキーム図

＜商家を改修した地域産業の体験施設＞

クラウドファンディング活用型平成２７年度採択案件②
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○ （公財）淡海（おうみ）文化振興財団が基金設置主体となり、県内のＮＰＯの継続的な事業
実施に必要な施設（ゲストハウス、シェアオフィス等）を支援対象として、当該施設での多様
な市民交流の促進や地域の活性化を図る。

○ 寄付型を活用することで、当該事業の賛同者を募り、社会的意義のある事業の成立に寄与。

○ 支援対象の事業として、廃校舎等を活用したシェアオフィスや交流拠点施設の整備、伝統的
建造物の再生等を想定。

未来ファンドおうみ（滋賀県）

スキーム図 事業イメージ

＜廃校舎を活用したシェアオフィス＞

＜伝統的建造物を活用したカフェ＞

クラウドファンディング活用型平成２７年度採択案件③
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○ 市町村が定める都市再生整備計画等の区域において行われる優良な民間都市開発事業に対し、
民都機構が出資により、事業の立上げ支援を行う制度。

○ 比較的大規模な建物整備事業など、クラウドファンディングのみで資金調達することが困難な場合
は、まち再生出資制度（大臣認定制度）と連携した活用が可能であり、民間金融機関からの融資等
の呼び水効果も期待できる。

クラウドファンディングを活用したまちづくり事業への出資支援①

まち再生出資業務の概要

スキーム図（イメージ）
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制度の活用イメージ

○Hostel and Dining タンガテーブル
【民都支援額：１５百万円】

＜概要＞
・ 経済活動、都市活動の停滞等により増加して

いる北九州市小倉都心地区の遊休不動産の１
つをゲストハウス・飲食店等にリニューアル・コ
ンバーションにより整備

・ 経済活動の活性化を図って雇用を創出し、小
倉都心地区の魅力を高める

クラウドファンディングを活用したまちづくり事業への出資支援②
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○尾道糸崎港西御所地区（県営2号上屋及び周
辺）活用事業 【民都支援額：６５百万円】

＜概要＞
・ JR山陽本線尾道駅の西側に隣接し尾道水道にも面す

る格好のロケーションに位置する尾道糸崎港西御所地
区の県営2号上屋（倉庫）の空間を有効活用し、サイクリ
スト向けホテルを整備

・ 多くの人々が集う海際の賑わい空間を創出し、当該エ
リアをはじめ広域の観光ブランド力向上に寄与

制度の活用イメージ

○大船渡温泉新築事業
【民都支援額：７０百万円】

＜概要＞
・ 東日本大震災の津波により大きな被害を受けた大船

渡市において、温泉施設を備えた宿泊施設を整備する
ことにより、復興工事等によって生じている宿泊場所の
不足等の状況を改善

・ 宴会場、日帰り温泉、産地直売所等の併設により地域
住民の憩いの場と新たな観光拠点を創出し、もって震
災の復旧・復興、ひいては将来に向けて大船渡の魅力
を高める

クラウドファンディングを活用したまちづくり事業への出資支援③
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○国土交通省都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室

０３－５２５３－８１２７（直通）

○一般財団法人 民間都市開発推進機構

企画部調査計画課

０３－５５４６－０７９７

業務第二部

０３－５５４６－０７７７

※ホームページでも支援事例をご紹介しています

http://www.minto.or.jp

「まち再生出資」業務担当

「住民参加型まちづくりファンド」業務担当

お気軽にお問合わせください
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ミュージックセキュリティーズ株式会社
代表取締役 ⼩松真実

komatsu@musicsecurities.com
www.securite.jp

「ふるさと投資」活⽤の仕組みの深化
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『ふるさと投資』で、当社が届けたい資⾦とは。
【現在の主な資⾦供給チャネルと資⾦の性質】

 銀⾏等からの「融資」
 上場を前提としたベンチャーキャピタルからの「出資」

銀⾏からの融資も限度まで借り⼊れている、また、上場を⽬指しているわ
けではない中⼩企業は多く、⼗分に成⻑マネーが⾏き届いているとは⾔え
ない状況と考えられる。

各チャネルの資⾦量を増やす事も重要ではあるが、第三の資⾦供給⼿段の
確⽴が重要である。

１、「銀⾏等」からの「融資」
２、「ベンチャーキャピタル」等からの「出資」

＋
３、個⼈（家計）からの『資本性の資⾦』

【匿名組合契約による基本的な資本性の資⾦の供給スキーム】

【求められる『資本性の資⾦』とは】

 元本返済の保証がない。
 経営者の個⼈補償の必要がない。
 事業の成果に連動して分配を⾏える。待ってくれる資⾦。
 株式を取得する投資ではない、経営の⾃主性が保たれる資⾦
 （条件を満たせば）⾦融機関が融資の際にBS上の資本とみな

せる。

⾦商法に則り、第⼆種⾦融商品取引業者は、匿名組合契約によ
る投資で上記の条件を満たした資本性の資⾦を供給できる

①事業計画をつくる＋②信じて資⾦を出す＝投資

①が、多くの関連機関と提
携の軸になっている。
（59の⾦融機関など）
〈背景〉
• 創業、経営改善、事業承継

等のため、事業計画作りの
公的サポートが充実している
こと。

• 地域⾦融機関の皆様が、取
引先へ融資と競合しない資
本性の資⾦の供給への期待
があること。取引先企業への
事業性評価に基づく資⾦供
給につながること。
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連携の深化
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愛知県の事例

• 「愛知県クラウドファンディング活⽤促進事業」を弊社に委託。
• 予算800万円。弊社は予算内で事業者のファンド組成費⽤に活⽤。
• 県内関係機関（⾦融機関・商⼯会議所・商⼯会等）と連携し、有望プロジェクトを有する企業を発掘。
• 発掘したプロジェクトの企画⽴案や事業計画の策定を関係機関と連携し、その計画の磨き上げ等を⾏う。
• 投資家に対する訴求⼒を⾼めるため、ウェブコンテンツの作成を⽀援。
• 県内企業の成⻑⽀援及び県内産業のＰＲを強化するため、県内プロジェクトを紹介するセミナーを開催（東京・名

古屋）。

⾦商法に則った投資型クラウドファンディングに特化し、成⻑マネー供給を⽬的とした施策。
→他地域の道府県や市町単位においても、同モデル採⽤が増えてきている。
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阿賀野市の事例①：平成26年度 モデルケース策定
【地⽅創⽣における“政策としてのふるさと投資活⽤”】
市内の現状と今後の⾒通しを踏まえ、地域経済の活性化促進に着⼿。以下の３つの観点から、効果的な市政施策としてふるさと
投資（クラウドファンディング）活⽤について検討を開始しました。

地域事業の成⻑資⾦供給
ファンド（匿名組合契約）によるリスクマネー供給
・事業売上に連動した分配スケジュール
・元本保証や担保設定の必要ない資⾦提供

地域資源ブランドのＰＲ
ウェブサービスを通じた地域ブランドの情報発信
・⾸都圏中⼼に全国各地へのマーケティング
・出資を通じた帰属意識の⾼いファンづくり

（「セキュリテ」を通じた資⾦調達） （募集ページで市の魅⼒についても紹介）

効率的かつ効果的な⽀援
効率的な資⾦調達と事業モニタリング体制
・助成⾦額を⼤幅に上回る資⾦調達の可能性
・監査報告を含めた事業モニタリング

（１億円調達の成功事例） （事業監査／償還明細書交付）

●モデルケースの策定
平成26年度に市内でビジネスプランコンテスト開催、優秀者にふるさと投資利⽤に係る費⽤を助成しました。ファンド審査を
経て阿賀野市第１弾ファンドとなる「阿賀野レストランとクラフトビールファンド」を募集しました。

■ 阿賀野 レストランとクラフトビールファンド
・対象社名：株式会社天朝閣
・募集資⾦：レストラン開業資⾦および新銘柄ビール開発資⾦
・募集⾦額：3,150,000円
・募集期間：2015年2⽉20⽇〜2⽉21⽇ ※１⽇で完売
・募集単位：1⼝31,710円（取扱⼿数料1,710円含む）
・会計期間：本匿名組合事業が開始した⽇の翌⽉1⽇から3年間
・出資特典：スワンレイクビール6本セットを期間中1回送付／
直営店でのドリンクサービス

東北(2.2%)
関東(57.0%)
中部(17.2%)
関⻄(17.2%)
中国(1.1%)
四国(2.2%)
九州・沖縄
(3.2%)

【出資者属性】

※94%が県外出資者 37
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阿賀野市の事例②：平成27年度 地⽅交付⾦を⽤いた予算化
【成功事例を踏まえて予算化】モデルケースでのファンド組成過程、募集結果等について検証し、平成27年には国の地⽅
創⽣交付⾦を活⽤した予算組を策定しました。

地域経済の活性化
中⼩企業をはじめとする地元企業の元気の創出による市の経済の活性化、
新規就農者の育成や市の農産物のブランド化、市の⾃然や観光資源を活
かした誘客のためには、「市⺠が元気で働けるにぎわいのあるまちづく
り」を推進する。

【具体的施策と予算】
●プレミアム商品券発⾏事業(3,500万円)
●五頭温泉郷旅⾏券発⾏事業(1,000万円)
●中⼩⼩売店商品券発⾏事業(1,000万円)
●あがの美味しいお⽶商品券発⾏事業(1,200万円)
●地場産⽡普及助成事業(500万円)
●地域おこし協⼒隊推進事業(1,742万3千円)
●がんばる農家応援事業(9事業)(1,411万円)
●市⺠農園・新規就農⽀援園芸ハウス整備事業(500万円)
●がんばる酪農家応援事業(115万円)
●多⾯的機能⽀払事業交付⾦(9,638万3千円)
●創業・中⼩企業成⻑⽀援事業(970万円)（※）
※地域活性化・地域住⺠⽣活等緊急⽀援交付⾦（地⽅創⽣先⾏型）活⽤
※1件につきファンド組成⼿数料120万円および特典商品の配送費30万円
●産業振興フェア補助事業(230万円)
●地⽅公共団体連携型広域展⽰販売・商談事業補助(67万9千円)
●国⺠保養温泉地計画策定事業(30万円)
●観光案内看板設置事業(700万円)
●瓢湖⽔きん公園⻑寿命化対策⽀援事業(2,737万円)
●観光地公衆トイレ⻑寿命化事業(155万円)
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阿賀野市の事例③：平成27年度 政策スキーム
【産官⾦連携での事業⽀援】
平成27年度の創業・中⼩企業⽀援事業では、新潟県の外郭団体である「にいがた産業創造機構」ならびに地域⾦融機関である

「第四銀⾏」と連携し、事業実施に向けたスキームを構築、産官⾦共同でのサポートを実施。
【事業公募(5〜6⽉)】 【事業計画審査(7⽉)】 【事業計画承認(7⽉)】 【ファンド審査(7⽉〜)】 【ファンド募集開始(9⽉〜)】

[公認会計⼠等による事業審査]

[資料作成等サポート]

市内の事業者に周知 事業審査を共同実施 市⻑による最終承認 財務⾯、定性⾯の審査 ウェブページで募集開始

●募集開始した事例
平成27年度は既に事業計画が承認された３社（醤油蔵、茶屋、旅館業）のファンドが既に募集開始

【阿賀野 ⻑期⽊桶熟成コトヨ醤油ファンド】【阿賀野 紫⾹園旨味と⽢みのお茶ファンド】 【阿賀野の温泉旅館 環翠楼ファンド】
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連携の深化②：プラットフォーム化の推進
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１、デザイナーにファイナンス⼿段を持って頂く。：nendoと提携。

【 finance：⾦融 】 × 【 sense：感性】 新クラウドファンディング・サイト：
www.finansense.jp

 ⽇本には、⾼い価値を持ちながらも、⼗分にそ
の価値を届けられていない会社がたくさんあり
ます。

 こうした事業者が持つ夢や価値をnendoがデザ
インの⼒でカタチにし、ミュージックセキュリ
ティーズがファイナンスの⼒で、取組に共感・
賛同する個⼈の⽅から⼩⼝資⾦を集めることで、
商品やサービスの実現化と、ファンのコミュニ
ティ作りをサポート致します。

 ⽇本国内だけに留まらず、海外進出の流通、PR
のサポートまでを後押しすることで、地域の創
⽣に貢献することを⽬的とします。

 未利⽤・低利⽤不動産の活性化にも貢献します。
 ファンドだけでなく、購⼊型・寄付型クラウド

ファンディング機能も併せ持った、⽇本で初め
てのサイトになります。 第⼀弾：株式会社フランダース

北海道釧路市を拠点にした、2011年に創業した洋菓⼦の製造販
売会社。フランスで修⾏を積んでいたことから、その⾵⼟や素材に良
く似た北海道中標津町に店を構え、現在は、中標津町に⼆店舗、
釧路市⼀店舗を展開。
北海道ならではの⾼品質で新鮮な⽜乳や⽣クリーム・チーズなどの
素材を使い、職⼈（パティシエ）によって、創業以来こだわりの製法
で⼀つずつ⼿作りしてる。

募集⾦額/3,500,000円 1⼝/20,000円 会計期間/2年間
資⾦使途/新商品の開発費、原材料費、資材及び⾦型等備品
投資家特典/新商品（5,000円相当）
→半⽇で調達完了しました。

第⼆弾：株式会社くればぁ

愛知県豊橋市にある、1989年に設⽴した濾過⽤メッシュフィル
ターの製造・加⼯販売会社。⾃社で開発した世界⼀⽬の細かい
メッシュを使った1枚8000円以上もする⾼性能マスクが、多くのプロ
スポーツ選⼿に愛⽤されることで知られている。他にも、豪⾬対策と
して⾼い耐⽔圧と撥⽔性を持つ防⽔シートや、デング熱ウイルスを
媒介する蚊やマダニを退避させるメッシュ等、さまざまなメッシュ関連
商品を製造販売している。

募集⾦額/5,250,000円 1⼝/30,000円 会計期間/2年間
資⾦使途/新商品の開発費、データ採取協⼒費、材料・加⼯費
投資家特典/オーダーメイド⾼性能マスク（10,000円相当）
→まもなく募集開始

新ブランドロゴと商品イメージ(フランダース) 新ブランドロゴと商品イメージ(くればぁ)

代表 佐藤オオキ
1977年カナダ⽣まれ。2002年早稲
⽥⼤学⼤学院修了、デザインオフィス
nendo設⽴。建築、インテリア、プロダ
クト、グラフィックと多岐に渡ってデザイ
ンを⼿掛け、Newsweek誌「世界が
尊敬する⽇本⼈100⼈」に選出され
、Wallpaper誌（英）、ELLE 
DECO誌のデザイナーオブザイヤーを
受賞。

• 『ファイナンセンス』に特化した提携機関を募集しています。
• 毎⽉1社、nendoと当社にお取引企業を紹介いただき、デザインで後押しできる地域の事業を選定、既存商品・店舗等にデザインを提供

し、必要な資⾦をファンド化します。
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２、購⼊型、寄付型、クラウドファンディングへのプラットフォーム提供。
① PARCO「BOOSTER」 ② 秋⽥魁新報社＆秋⽥銀⾏ 「FAN AKITA」

③ 信濃毎⽇新聞社＆⼋⼗⼆銀⾏ 「CF信州」（間もなく開始）
1. クラウドファンディング事業を新規で開始する会社様へ、システム提供開始。
2. ⾦融商品取引業者によるシステム提供なので、コンプライアンス上の安⼼感。
3. 預かっている資⾦を信託設定していることで、分別管理と投資家財産保全が明確。
4. 銀⾏WEB⼝座決済等多様な決済⼿段を提供。⾼額決済もスムーズ。
5. セキュリテの投資家を活⽤できる。
6. 事業者は、寄付型購⼊型で事業が⽴ち上がった後、セキュリテの投資スキームへシームレスに移⾏できる。
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今後：認定⽀援機関へのプラットフォーム提供

認定⽀援機関
税理⼠事務所等

当社

中⼩企業・⼩規模事業者様

全国の個⼈投資家

WEBサイト

経営改善⽀援センター

⑦
投
資

⑧
配
当

①経営改善計画策定⽀
援、モニタリング実施

⑥経営改善計画に基
づき、ファンド組成地域⾦融機関

業務提携済み

⑤ファンド組成依
頼
経営改善計画の提
出
投資委員会へ直接
エントリー。

③専⾨家費⽤

②経営改善⽀援センター事業利⽤申請

④専⾨家費⽤負担

1. 認定⽀援機関である税理⼠事務所様は、事業者の発掘、経営改善計画を含む資料作成。その内容を踏まえ、
当社はファンド組成準備。

2. 認定⽀援機関より、投資委員会へ直接エントリー。他のファンド同様、審査を⾏わせて頂く。
3. セキュリテ上では、⽀援機関である税理⼠事務所様の推薦コメントも記載可。
4. 認定⽀援機関がモニタリングを実施。
5. 本件に特化した、提携機関を募集しております。

⑤⾦融⽀援

情報
共有

投資委員会
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投資家掘り起こし施策の深化
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１、Yahoo! 連携

Yahoo! Financeトップからの直リンク

45



©2016 MusicSecurities,inc all right reserved. ©2016 MusicSecurities,inc all right reserved. 

２、地域⾦融機関との顧客紹介契約による投資家の掘り起し施策

事業者

地域⾦融機関の顧客
個⼈投資家

匿名組合出資契約

販売⼿数料

地域⾦融機関

顧客紹介⼿数料

セキュリテ

紹介

出資⾦

分配⾦

ファンド組成・販売・運
営委託契約

顧客紹介契約

ファンド販売

ファンド組成・運営

組成・運営⼿数料

多くの⾦融機関が採⽤することによって、成⻑マネー供給量は⾶躍的に増えるのではないか
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被災地⽀援としての『ふるさと投資』
セキュリテ被災地応援ファンドの現状

47



©2016 MusicSecurities,inc all right reserved. 

セキュリテ被災地応援ファンドの実績
利⽤事業者数：38社
ファンド数：40本
調達総額：10億9,649万円
延べ出資者数:29,282⼈

『⽯渡商店ふかひれファンド』、『⼋⽊澤商店しょうゆ
醸造ファンド 』では、それぞれ1億円を調達。
⽇本のクラウドファンディングで、初めて1億円を調達し
た事例になっている。

震災から5年を経て、新たな資⾦ニーズにこたえていく
予定。
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ファンドに参画した企業への5年アンケート

（2015年度事業者アンケート中間報告／複数回答可）
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【当初の計画より進んだ】
・主⼒商品の売れ⾏きが予想以上の伸びを⾒せています。しかし従
業員の途中退職など予期せぬ出来事もしばしば起こっており、順⾵
満帆ともいえない状態です(岩⼿県北上市・酒造）)

・事業の規模の拡⼤ができている雇⽤の確保ができるようになった。
観光事業がのびている（宮城県⼭元町・農業（いちご））

・商品の集約を⾏い、⼀つ⼀つの確⽴を⾏ってきました。無理のない
事業展開と⼀つ⼀つ課題をクリアにしていくことを念頭に置き、事業展
開を⾏っています。また同時に商品の品質向上にも努め、すぐに結果
は出ないけれども、毎年少しずつ進化できるよう努めてきました。まだ
まだ途中経過の段階ですが、必ず価値を⾼められるように努めていき
たいと思います（宮城県⼤崎市・酒造）

・震災後 販売⽅法等を⼤きく変える計画を⽴てた。⽔産加⼯品を
製造することは同じでも、その他はほとんど業態変更に近い状態を選
んだ。会社経営の数字の整理⽅法、その数字の読み⽅や⼩売りの
販売⽅法、⼈材教育など、これまでと内容が違い、時間がかかってい
るが、確実に前に進んでいると感じている（宮城県気仙沼市・⽔産
加⼯）

・市外や⾒学のイベントへの出店は、地元アンテナショップに委託した
り、ショップ内での販売強化など、地元での販売拠点の強化を続ける
ことで、徐々に東松島市のお⼟産品として定着をし始めてきていると
感じている（宮城県東松島市・海苔の加⼯販売）

【当初の計画より進んでいない】
・養殖規模（筏の台数）への規制が緩和されないため、現状維持
の規模で養殖中。
また、他所から仕⼊れての販売でないため、海況の変化に左右され、
収穫品の品質維持が出来ない（宮城県七ヶ浜・海苔養殖））

・「販売」という点では、商品⼒が認められて、新規取引はしやすい状
況になりました。
反⾯、「過去まれにみる原料安」から、年間使⽤する原料をまとめ買
いしなければならない状況で、数千万規模での資⾦調達を余儀なく
されています。
原料安であり商品の認知度ＵＰの状態を考えると、今年が最⼤のチ
ャンスであると予測しますが、残念ながら⾦融機関には、この好状態
を判断する能⼒はなく、新たな先からの資⾦確保が近々の問題とな
っています（宮城県⽯巻市・たらこ加⼯）

ファンドに参画した企業への5年アンケート
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会社概要

証券化事業：マイクロ投資プラットフォーム「セキュリテ」の運営業務、ファンド組成業務、ファンド販売業務
⾳楽事業：レコードレーベル業務、著作権管理業務、アーティストマネジメント業務事業内容

3億2,726万5,300円 （資本準備⾦3億1,803万1,700円）資本⾦

2001年11⽉26⽇（創業2000年12⽉）設⽴

東京都千代⽥区⼤⼿町1-6-1⼤⼿町ビル3階本店/事業所所在地

ミュージックセキュリティーズ株式会社社名

登録 第⼆種⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第1791号

加⼊協会 ⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

⻄⽇本⽀社：⼤阪府⼤阪市北区⼤深町4番20号 グランフロント⼤阪タワーA13階
熊本⽀店：熊本県上益城郡益城町⽥原2081-28 熊本テクノリサーチパーク
北海道⽀店：北海道札幌市中央区北⼆条⻄四丁⽬1番地 北海道ビルヂング
地域⼦会社:⼤阪セキュリティーズ株式会社

⽀社／⽀店

主要株主

影⼭知明、⾚井厚雄、⽮坂修、朝⾹達也取締役

三井住友銀⾏ ⽇⽐⾕⽀店取引⾦融機関

松下律、鋳⼭賢⼀監査役

⼩松真実代表取締役

新⽇本有限責任監査法⼈監査法⼈

⼩松真実、モバイル・インターネット・キャピタル、フィンテックグローバル、⻄京銀⾏、しがぎんリース・キャピタル株式会社、
ベンチャーユナイテッド、電通、⽇本政策投資銀⾏、三菱UFJキャピタル、SMBCベンチャーキャピタル、⼤分ベンチャーキャピタ
ル、静岡キャピタル、いよぎんキャピタル、株式会社広島ベンチャーキャピタル、リクルート・スタラテジック・パートナーズ、他

約40名従業員数
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役員と経営メンバー

慶應義塾⼤学卒。国際投信委託にてファンドマネージャー。ケミカル信託銀⾏にて運⽤部⻑ファンドマネージャー。
インベスコ投信にて運⽤部⻑ファンドマネージャー。ＡＭＶＥＳＣＡＰグローバルパートナー（インベスコグループ
の持株会社）。2002年弊社監査役就任。

松下 律

監査役

東京⼤学卒。戦略系コンサルティングファームMckinsey＆Companyに⼊社。広く⾦融機関、ヘルスケア、製造業等
の各分野で新規事業⽴ち上げ、マーケティング戦略⽴案、組織運営システム再設計等のコンサルティングに従事。
2002年5⽉弊社取締役就任。NHK「NEWS WEB」⽕曜⽇レギュラー出演。

影⼭ 知明

早稲⽥⼤学⼤学院修了。2000年12⽉ミュージックセキュリティーズ合資会社設⽴、2001年11⽉ミュージックセキュ
リティーズ有限会社設⽴、2002年5⽉株式会社化し代表取締役就任。2013年世界経済フォーラム（ダボス会議）より
Young Global Leadersに選出。2014年第⼆種⾦融商品取引業協会理事就任。

⼩松 真実
取締役

慶應義塾⼤学卒。公認会計⼠。公認会計⼠試験合格後、TAC株式会社に⼊社。公認会計⼠講座講師として勤務すると
ともに、新⽇本有限責任監査法⼈にて⾮常勤職員として国内企業の監査に従事。2005年6⽉より弊社管理部にて、
経理および財務に関する業務を担当。2015年弊社取締役就任。

朝⾹ 達也

慶応義塾⼤学卒。三菱銀⾏（現三菱東京UFJ銀⾏）、⽶国キダー・ピーボディ社を経て、モルガン・スタンレーに⼊
社。モルガン・スタンレーMUFG証券上級顧問を退任後、2013年弊社取締役に就任。早稲⽥⼤学客員教授を兼職。⾚井 厚雄

慶應義塾⼤学卒。⽇興証券、⽇興ソロモン・スミス・バーニー投資銀⾏本部⻑、⽇興アイ・アール代表取締役社⻑を
経て、2008年丸の内キャピタル代表取締役就任。 2013年弊社シニアパートナー就任後、2015年弊社取締役証券化
事業部本部⻑に就任。

⽮坂 修

法務担当部⻑

ケンブリッジ⼤学⼤学院修了。2007年第⼀東京弁護⼠会登録。2015年弊社法務担当部⻑就任。⼭辺 紘太郎

早稲⽥⼤学卒。1975年年⽇本開発銀⾏⼊⾏。2003年⽇本政策投資銀⾏中国⽀店⻑就任。2005年北海道⼤学理事。
2015年 DBJリアルエステート株式会社取締役会⻑(現任）。2015年弊社監査役就任。

鋳⼭ 賢⼀

⻄⽇本⽀社⻑
コロンビア⼤学⼤学院修了。国際協⼒銀⾏を経て、2009年弊社証券化事業部に⼊社。2013年弊社⻄⽇本⽀社⻑に就
任。

杉⼭ 章⼦
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ふるさと投資を活⽤した
ソーシャルインパクトボンド導⼊の可能性

2016/2/19
⽇本財団 ⼯藤七⼦

socialimpactbond.jp
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ソーシャルインパクトボンドとは？

「ソーシャルインパクトボンド＝Social Impact Bond（SIB）」とは
2010年にイギリスで始まった⺠間資⾦を活⽤した官⺠連携による
社会課題解決の仕組みです。

＜よくある質問＞
Q1：「債券」なんですか？
「ボンド（Bond）」とありますが「債券」ではありません。
⼀般的な債券の特徴である「元本保証」や「市場での流動性」がなく、実
際に債券が発⾏された例もありません。

Q2：「投資」なんですか？
社会的投資の⼿法の⼀つになります。経済的な利益を⽬的とした株などに
対する⼀般的な投資と異なり、社会的な利益（社会課題解決など）を第⼀
の⽬的とし、経済的な利益も同時に⽬指す仕組みです。
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SIBの仕組み①

成果の有無にかかわらず
活動にかかった経費を⽀払い

サービス提供者（NPO等）

サービス対象者

サービスを提供

⾏政

通常の⾏政サービスの⺠間委託
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SIBの仕組み②

⽬標達成時のみ
報酬を⽀払う

⺠間資⾦提供者

事業資⾦を提供

⾏政

サービス提供者（NPO等）

サービス対象者

⽣産性の⾼いサービスを提供
サービスの成果を
独⽴した評価機関

が評価・報告

SIBのサービスモデル
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SIBの特徴

02
⾏政と成果に連動した⽀払契約の締結

03
サービスが失敗するリスクは⽀払者（⾏政）
ではなく、⺠間資⾦提供者が負う

01
提供したサービスの結果、具体的に⽣じた
変化（成果）を評価

社
会
課
題
の
解
決
を
⽬
的
と
し
た

実
証
実
験
に
有
効
な
仕
組
み
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SIBの期待される効果①

事業資⾦を提供

サービス対象者

サービス提供者（NPO等）

・より良いサービスを
受けられる

・⻑期的に安定した資⾦の調達
・規模拡⼤等の成⻑

・社会的課題解決への貢献
・経済的なリターン

・社会的課題の解決
・⾏政コストの節減

⺠間資⾦提供者⾏政 58



SIBの期待される効果②

⾏政コスト
1億円

1億円

6,000万円

⾏政コスト
7,000万円減

SIBサービス提供コスト
2,000万円

⾏政コスト
3,000万円

投資家利益1,000万円

SIBサービス提供前 SIBサービス提供後

※⾏政コスト削減だけ
ではなく税収増などの
効果も含まれます
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SIB推進体制

業務委託
＆成果報酬

契約

投資家

事業資⾦を提供

⾏政 サービス
提供者

サービス対象者第三者評価機関

中間⽀援組織
調達＆

全体管理

サービス提供

評価アドバイザ

進捗＆
成果管理

成果報告

社会的成果の評価
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海外で現在進⾏中の案件

SIB実施事例：10か国40件以上

アメリカ9, カナダ1

オーストラリア

欧州 34件
北⽶ 10件

オセアニア 2件

韓国1, インド1
アジア 2件

イスラエル
中東 1件

イギリス29, オランダ2,ドイツ1,
ベルギー1,ポルトガル1

61



世界の市場規模

9億円 9億円

35億円

95億円

157億円

出所：Gustafsson et al. “The Potential and Limitations of Impact Bonds” Global Economy and Development at Brookings, 2015

2010〜14年におけるSIBへの累積投資額の推移
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⽇本政府の成⻑戦略におけるSIBの位置付け

成
⻑
戦
略

地
⽅
創
⽣
総
合
戦
略

『⽇本再興戦略』改訂2015 －未来への投資・⽣産性⾰命－ （P. 150）
『⺠間の資⾦やサービスを活⽤して、効果的・効率的に健康予防事
業を⾏う⾃治体等の保険者へのインセンティブとして、ヘルスケア
分野におけるソーシャル・インパクト・ボンドの導⼊を検討。』

まち・ひと・しごと創⽣基本⽅針２０１５ （P. 5）

『⺠間資⾦や知⾒を活⽤する⼿法の⼀つとして、社会的インパ
クト投資（SIB）が英国で始まり世界に広がりつつある。我が
国においても、パイロット事業を検証しながら、こうしたもの
を含めた社会的課題の解決⼿法の活⽤に向けて、課題の整理等
の検討を進めていくことが考えられる。』
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SIB案件形成等の進捗状況（2016年1⽉時点）

案
件
形
成

横須賀市

尼崎市

福岡市等
7⾃治体

児童養護

若者就労⽀援

認知症
予防

⾏政機関 対象分野

神⼾市

SIB本格
導⼊

導⼊可能性
調査

パイロット
実施

-済み 実施中

-済み 実施中

-済み 実施中

2017年度
検討中実施中 -がん検診

調
査
事
業

経済産業省 ヘルスケア SIB関連調査研究事業受託済み。各省庁参加
の検討会やガイドライン策定を推進。

成果報酬
なし

厚⽣労働省 児童虐待防⽌ SIB導⼊可能性調査研究事業受託済み。

⽇
本
財
団
が
推
進

その他 ⼤阪府、
横浜市 若者就労⽀援 今年度研究会等を開催。
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パイロット事業概要 〜福岡市等（認知症予防）〜

基本情報

• 事業領域：認知症予防
• 実施期間：2015年7⽉〜2016年3⽉
• ⾏政機関：福岡市、熊本市、松本市、天理市、⼤川市、久留⽶市等

全7⾃治体
• サービス提供者：株式会社公⽂教育研究会（公⽂）
• 資⾦提供者：経済産業省による委託事業（ヘルスケア産業課）
• 中間⽀援組織：⽇本財団、福岡地域戦略推進協議会
• 第三者評価機関：慶應義塾⼤学（医学部、政策・メディア研究科）

取組概要
• 公⽂が全国300以上の施設、約16,000⼈に実施する「学習療法」を

経産省の委託事業として実施。認知症の予防をはかり、介護コスト
の低減を主な便益とするSIBの組成を図る。

提供
サービス

• サービス対象者：参加⾃治体のうち、要介護者143名（施設数38）、
および元気⾼齢者375名（施設数25）

• 提供サービス：公⽂が東北⼤学と共同研究して2001年から⾏ってい
る要介護者向けの「学習療法」および、元気⾼齢者向けの介護予防
プログラム「脳の健康教室」を1⽇30分の施設職員との学習、週1回
30分の集合学習を⾏う。
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パイロット事業概要 〜福岡市等（認知症予防）〜

成果⽬標 • 実証実験のため未設定

コスト
削減効果 • 介護保険料削減がターゲット

進捗
※2015年
11⽉現在

• 要介護度、医療費、FAB/MMSE（認知機能）、SROIアンケート調
査により、データを収集・分析中

• プログラム実施後の第1回⽬のFAB/MMSEが終了し、慶応⼤学が分
析中

• QOLについては、EQ-5D、SROIのアンケートで調査

学びと
今後の展望

• 介護施設のインセンティブになり、介護のオペレーション⾃体が改
善する可能性

• 社会福祉領域のSIBにおける評価項⽬がコスト削減のみだと、効果
の出やすい対象を選ぶリスクが発⽣

• 2016年度も引き続き公⽂による指標の測定を実施する
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ふるさと投資の仕組み（ふるさと投資の⼿引きを基に作成）

プロジェクト
実⾏者

購⼊者
投資家

仲介事業者

資⾦提供

配当・リワード

地域の
住⺠等

利⽤・消費

地⽅公共
団体

地域⾦融
機関等

事業者紹介
組成⽀援

【効果】
地域活性化

募集
PF提供
アドバイス
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ふるさと投資の仕組み（SIBを導⼊した場合）

購⼊者
投資家

仲介事業者

地域の
住⺠等

利⽤・消費

地⽅公共
団体

地域⾦融
機関等

【効果】
地域活性化

成果連動の報酬

第三者
評価機関

効果測定

資⾦提供

募集
PF提供
アドバイス

成果指標サンプル
・⼈⼝の増加
・雇⽤の増加
・税収⼊の増加
・観光客の増加

配当・リワード

プロジェクト
実⾏者
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SIB導⼊検討中の事例

想定される
成果

経済的
インパクト

の試算

提供
サービス

• ＵＩターン者流⼊による経済効果
• シングルマザーの雇⽤創出、保護費の削

減

事業概要

中⼭間地域で若⼿社会起業家が訪問看護事
業を⽴ち上げ。20〜30代を中⼼とした看護
⼠が移住しサービス提供

UIターン者による訪問看護事業

UIターン者の⼥性の起業を⽀援、⽴ち上
がったビジネスを通じて⽣活保護を受給す
るシングルマザーの雇⽤も創出

⼥性企業家⽀援事業

• ＵＩターン者流⼊による経済効果
• ⾼齢者のＱＯＬの向上
• 介護費・医療費の削減
• 家族の介護負担軽減

• 近畿地⽅のＢ市で20名の⼥性が起業した
場合の市の純便益：1.2億円（期間：20年、
割引率4.1%）※

• ⽣活保護廃⽌による便益：2,500万円（期
間5年）

• 中部地⽅のＡ市で5名の看護⼠がＵＩ
ターンした場合の市の純便益：2,900万円
（期間：20年、割引率4.1%）※

• 医療費・介護費削減額：5,200万円（期間
3年）

※町⺠税、固定資産税、介護保険料等の収⼊から国保特会への繰出⾦、介護保険給付費、ゴミ処理費、等の⽀出を差し引いたもの
⼭梨県の試算を基に試算http://www.city.yamanashi.yamanashi.jp/gover/grapple/bank/house/files/hakyukokashisankekka.pdf 69



名古屋市の取組み事例

～ＣＦを活用した歴史的建造物の保存活用支援～

名古屋市住宅都市局都市計画部

歴史まちづくり推進室

平成２８年２月１９日 70

取り組み事例紹介 名古屋市



名古屋市は、地理的に日本のほぼ中央に位置し、中部圏の中核
都市としての役割も期待されています。平成39年のリニア中央新
幹線開業を見据え、魅力と活力にあふれるまちづくりが
求められています。

人口 2,285,670人※①

世帯 1,060,241世帯※①

面積 326.44km2 ※②

※①：平成27年11月1日現在
※②：平成27年1月1日現在

おとも 歴まちくん

名古屋市歴史まちづくり
PRキャラクター

名古屋市の概要
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名古屋城

堀川

堀切筋
（現広小路）

本町通

↓至熱田

江戸時代の名古屋のまち

出典：名古屋城絵図（正保4年[1647]）
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出典：名古屋の100年 ㈱郷土出版社

広小路通

本町通

→栄←伏見

戦後の名古屋のまち
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名古屋市における歴史まちづくり

平成２２年度

➣歴史まちづくり推進室発足

➣「歴史まちづくり戦略」策定

歴史まちづくりの本格展開

※歴史まちづくりとは・・・

「地域の歴史的資産を活かした

まちづくり」
74



文化財

国指定
県、市指定

国登録

景 観

景観重要建造物

都市景観重要建築物等

建築基準法
等の緩和

経済的支援

技術的支援

許可

届出

〈
現
状
変
更
手
続
〉

所
有
者
同
意

身近な歴史的建造物の
把握・発信・活用支援

一定水準以上の物件を認定

歴史的建造物の位置づけイメージ
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町並み保存地区

■概要

町並み及びこれと一体をなして歴史的地域的景観を

形成している環境を保存

■地区数 ４地区

（有松、白壁・主税・橦木、四間道、中小田井）

地区内の建物の修理などの相談や助成を行っている
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歴史的建造物の保存活用への課題

認定地域建造物資産保存活用助成
町並み保存事業補助金 など

主として建物の保存に対する支援

「生活水準の変化からそのまま住み続けることが難しい」
などの理由により活用されず存続が危ぶまれるといった
ケースあり

活用に対する支援策が求められている

既存の助成制度

課 題
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公益財団法人
名古屋まちづくり公社

補助

②支援

寄付

クラウドファンディング
仲介事業者

支援者

③リターン

④支援

事業者

国
[民都機構]

名古屋市

なごや歴史
まちづくり基金

①公募・選定

市民・企業

クラウドファンディング活用スキーム
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制度活用イメージ＜四間道地区＞
し け み ち
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制度活用イメージ＜有松地区＞
あ り ま つ
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ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

「地域と共にある次世代の百貨店へ」

2016年2月19日（金）

株式会社 三越伊勢丹ホールディングス

北川 竜也

81

取り組み事例紹介 ＦＡＡＶＯ百貨店から 三越伊勢丹ホールディングスの取り組み



我々が置かれている環境 百貨店は斜陽産業か？

百貨店売上推移

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

・売上ピークは1991年の9兆7130億円。バブル崩壊後は市場規模は縮小の一途をたどる。

・08年9月のリーマンショック以降、消費低迷が続き、更なる市場縮小が加速。

・2013年は6兆2171億円。15年振りに前年プラス

・売上回復は東京、横浜、名古屋、大阪、福岡に限定され、地方都市はマイナス基調が続く。
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小売業の課題我々が持つ価値を再認識する

Back to the basic

・ 長きに渡り店舗、弊社を支えて下さるお客様

・ 国内外に展開するリアルの店舗、空間

・ 国内外のアーティスト、クリエイター、デザイナー、職人、メーカー・・・、
が生み出す商品、サービス

・ そういう方々とのネットワーク

・ のれん（「三越」「伊勢丹」「岩田屋」「丸井今井」・・・）が持つブランド、信用

・ ショッピングから、食事、旅、イベント・・・、あらゆるニーズに応えるビジネスの幅

比類なきアナログの価値を次世代の価値に！
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「三越」と「伊勢丹」

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

2008年4月 共同株式移転により、株式会社三越伊勢丹ホールディングス設立

2011年4月 (株)三越と(株)伊勢丹が合併、株式会社三越伊勢丹へ

三越の歴史

創業1673年 342年

伊勢丹の歴史

創業1886年 129年

・ファッション提案リーディングカンパニー

・国内屈指の超高感度顧客資産

あたらしいファッション提案に強み

・百貨店業界のリーディングカンパニー

・国内屈指のと超富裕顧客資産

顧客 One to One リレーションシップに強み
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小売業の課題我々はどういう存在になっていくべきなのか

① 未来をプロデュースする文化創造企業

人が生み出す有形・無形の価値をプロデュースし
日本だけでなく世界にも発信する企業

② グローバルなライフスタイルを提案し続ける企業

グローバルな情報一元化の中、北半球だけでなく
南半球も含めた文化やライフスタイルを双方向で提案する企業

③ 街（地元）と共に成長する企業

空間や環境を大切にし、地域・地元・街・行政と共に
成長し、存在する企業
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三越伊勢丹は2011年度から、世界で通⽤する
⽇本の良さを改めてお客さまにお伝えし、新
しい価値として再認識していただくための取
り組み『JAPAN SENSES』を実施

産地、職⼈、技術とお客様の接点に⽴つ百貨
店だからこそ、伝統と⾰新を兼ね備えたブラ
ンドの発掘が可能

三越伊勢丹が持つネットワーク、発信⼒をう
まく使って、これまで国内での展開が中⼼で
あった『JAPAN SENSES』を世界の舞台で展
開したい

日本の価値を日本へ JAPAN SENSES
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日本の価値を世界へ NIPPONISTA

2014年 NY SOHOにて実施
ビジネスモデルがまだ確⽴していない「⽇本の良いもの
「FASHION/DESIGN/ART/FOOD） 」を、三越伊勢丹の
キュレーション、編集で世界に紹介し、グローバルマー
ケットへの進出をサポートする

1） ⽇本のブランドオーナー、デザイナーと現地（グローバル）、
百貨店、ショップ、ギャラリー等の オーナー、バイヤー、
担当者が出会い、ビジネスにつなげるための
「Business To Business」のマッチングの場、ビジネス化
のサポートを提供する。

2） 実際に⼩売（リテール）を⾏うことで、NYに集う関係者、
マーケットのニーズを実際に把握し、今後のビジネス
展開に向けたテストマーケティングを⾏う
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デジタルテクノロジーの進化がもたらす変化

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

ビジネスの主戦場が大きく変わるタイミングがいよいよ来た
顧客とのコミュニケーションの概念が根本から変わる

・ 「リアル⇔デジタル」 お客様との接点の多様化

・ 時間、距離の圧倒的な短縮

・ お客様との関係性の多様化と深化

・ 新たなお客様へのリーチとファン化の手段の多様化

・ パーソナライズされたお客様へのご提案

・ 新たなショッピング体験の提供

・ 決済手段の多様化

・ 物流の進化

・ ビジネスプロセスの効率化

・ 素材の進化

・ モノづくりの進化 等々
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デジタルの力をフルに活用してアナログの価値を高める

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

ライフスタイル提案企業として、お客様の日々の生活に上質な価値をご提供するにあたって、
デジタルテクノロジーの進化がもたらす生活の変化を無視することはできない
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ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

メディアビジネスに参入：Fashion-Headline (ファッションヘッドライン)

ファッションのニュース配信サイト。

2012年12月にWEBメディアを数多く手がける株

式会社イードとの合弁会社を設立。同時にサイ

トも立ち上げる。

中立メディアとして展開、三越伊勢丹のニュー

ス比率は10%以下。

競合百貨店の情報も分け隔てなく配信。

英語版あり、インバウンドマーケティングも視野

に。

www.fashion-headline.com
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モバイルシフト：伊勢丹×au×Origami

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

三越伊勢丹 × au(KDDI) × origami

「伊勢丹大創業祭 THE IVY STYLE EXHIBITION BY F.I.T.」との連動キャンペーンを皮切りに、定期的なO2O

キャンペーンを行っている。

origamiのチェックイン機能を利用したキャンペーン実施。

auスマートパス会員限定で招待、会員限定商品の販売などの取り組み等

モバイル世
代に向けた
情報発信

新規顧客接
点の拡大

ターゲット
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ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

デジタルが繋ぐ街と百貨店：伊勢丹×Timeout Tokyo

1回更新あたりの⽴上げ1週間のPV

約2000×12=24,000PV
（通常イベント情報の約2-5倍）

アップ⽇から1週間、トップページの
バナーに掲載。
１回あたりのPV

約50,000×12=600,000PV

Facebook 約10500⼈
平均4000ﾘｰﾁ×12=48,000ﾘｰﾁ

Twitter 約2100⼈
Facebook 約26000⼈
Twitter 約36800⼈
Google+ 約16700⼈

Ipnﾌｫﾛﾜｰ 約4800⼈
2013年8⽉のtab⽉間MVP受賞
※最も多くの⼈に⾒られたコンテンツ

新宿でしかできない101のこと
2つのサイトで相互展開

新宿版初版
⽇本語/英語
各50,000部×2=

100,000部

伊勢丹新宿店
・店頭でマップを配布
・本館ウインドウサイネージ展開

※外国顧客向けデジタルサイネージ

新宿店本館各階店内案内で配布
展開初⽇には問い合わせ殺到

東洋経済オンライン
にて取組が記事化。
その後書籍化。

ファッションヘッドラインにて
マップの配布をニュース記事化

おでかけアプリtabにRSSでコンテンツ連携

タイムアウト東京マップ
・空港、駅、外資系ホテル

など 都内各所で展開

3社でプレスリリース
O2O+エリア活性化プロジェクト
としてリリース発信

WEBのコラボから始まり、SNS、ニュース記事、紙のマップ、店頭サイネージ、他社メディア掲載、書籍など様々なメディア、コンテンツに展開
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おもてなしを科学する

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

デジタルテクノロジーの積極的な導入

・ 充実したアプリ

・ 人工知能

・ データ解析

・ クラウド決済

・ 多様なWEBサービス

・ コミュニケーションロボット ・・・等

これまでにない、おもてなし、接客、顧客接点を実現

・ 徹底的なパーソナライズドサービス

・ きめ細やかなコンシェルジュ機能

・ 顧客とのOne to One コミュニケーション

・ 三越伊勢丹のO２O

・ 充実したスタイリング提案

・ 多言語への対応

・ トレンドの予測・提案
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新たなライフスタイルの提案

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

生活を大きく変えるデジタルテクノロジーを先取りし、

三越伊勢丹が持つ商品、サービスと掛け合わせることで、
近未来のライフスタイルをトータルに提案。

・ ファッションとしてのデジタルデバイスの提案

・ まだ世の中にない商品の開発、提案

・ デジタルライフサポートの実施

さらにデバイスの先に広がるアプリケーション、

コンテンツと連動した、送客ビジネスへつなげる。
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フィールドは日本全国、世界全体

ISETANMITSUKOSHI CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY

百貨店はあらゆる商品、コンテンツ、サービスを受け止められる器を持ち、
長い時間をかけて築いたブランド、信頼（安心／安全）を持つ

さらに、素晴らしい場所にリアルの店舗を持ち、お客様と最も近い距離で
接することができる接点を持っている

新たなマーケットを創造し、次のクリエイションが生まれる資本の還流を
つくることこそが、百貨店の重要な役割。

物理的な時間、距離を超えるテクノロジーが生み出され、それが当たり前に
使える時代になった

今こそ日本全国にある力を結集し、世界を舞台に活躍すべき時
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北洋銀⾏ 地域産業⽀援部

北洋銀⾏の地域活性化に向けた取組みについて

2016年2⽉19⽇
第6回「ふるさと投資」連絡会議

96
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地域

地域振興企画課

フードビジネス推進室

ものづくり・新事業推進室

観光振興室

青函産業振興室

地方創生推進室

１．北洋銀行について

2店舗

2店舗
13店舗

7店舗

2店舗

7店舗

9店舗

9店舗

2店舗

13店舗

１店舗

7店舗

91店舗

9店舗

北海道内 173店舗

東京都内 1店舗
海外拠点 3か所
（大連・上海・バンコク）

※平成27年10月末時点
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２．地域産業支援部の取り組み

●地域振興、産業⽀援施策の企画・管理、情報の⼀元
化および情報発信

●【⾷品】ビジネスマッチング、補助⾦・利⼦補給申請サポー
ト、道本間取引推進
【農業】6次産業化ファンド、農業ファンド、農業取引推進
サポート

●ものづくり産業⽀援、創業⽀援、イノベーションファンド、補
助⾦・利⼦補給申請サポート、クラウドファンディング、ビジ
ネスマッチング、産学官連携

●観光ビジネスマッチング、観光PR事業、観光素材の発
掘・磨き上げ事業

●⻘函連携における観光、フード、ものづくり関連全般

●地⽅創⽣関連全般

産学官⾦連携

地
域
産
業
⽀
援
部

地域振興企画課

フードビジネス推進室

ものづくり・新事業推進室

観光振興室

⻘函産業振興室

地⽅創⽣推進室

•北海道経済連合会
•北海道商⼯会議所連合会
•北海道観光振興機構
•北海道機械⼯業会

【産】

産業界

•北海道経済産業局
•北海道開発局
•北海道庁
•札幌市
•中⼩企業基盤整備機構

【官】

政府、地⽅
⾃治体等

•北海道⼤学
•⼩樽商科⼤学
•室蘭⼯業⼤学

【学】

⼤学等

外部機関⼈材の活⽤
⼈事交流、等北海道の経済活性化へ

当行の中期経営計画『挑戦』中長期ビジョンは、「北海道の新たな道標と価値の創造を担う
銀行へ」です。その実現に向けて積極的に「産学官金連携」を推進しています。

北洋銀⾏
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３－１．クラウドファンディングの活⽤~ミュージックセキュリティーズ㈱様との連携事例

○当行は、道内金融機関では初めて、ミュージックセキュリティーズ（株）と、平成２６年３月に
業務連携を行いました。
○北海道庁の平成26年度委託事業「クラウドファンディング活用戦略モデル事業」をミュー
ジックセキュリティーズ（株）が受託して行った道内6ヵ所の説明会、案件組成で連携

地域の企業等

ミュージック
セキュリティーズ 個⼈

北
洋
銀
⾏

出資者

セミナー
開催案内
事業内容紹介

ファンド組成希望案件を紹介

出資

商品購入・現地訪問など

【事業委託】
セミナー開催：道内6ヵ所
ファンド組成委託・費用補助

分配

ファンド
（匿名組合）

消費者

セミナー開催等連携

事業計画
策定支援

北海道庁

A社の事業
「こだわりのチーズを
作りたい」
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『北海道ライラック乳酸菌ファンド』（募集完了・運⽤中）
北海道に咲くライラックの花から、100％植物性乳酸菌の採取に成功。オカラの成分をカプセル化する技術と、ラ

イラック乳酸菌とを融合させることで、製品化致しました。ファンド資金は、販売促進費（ＨＰ制作費、広告費等）に活
用します。

・営業者 ：アテリオ・バイオ 株式会社

・出資募集 ：総額：３５０万円、一口出資額：２１，１４０円

・募集受付期間：平成２７年２月９日～平成２７年３月３１日

・ファンド期間：平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

・投資家特典 ：「一口に付約9,000円相当のライラック乳酸菌関連商品を送付」

「一口に付ライラック乳酸菌関連商品の半額購入権の付与」

（最大13,500円相当の割引）

『北海道のぼりべつチーズファンド』（募集完了・運⽤中）
北海道でもトップレベルの乳質を誇る登別の生乳で、フランス国家資格「乳業士」を持つ職人が、これまで手掛けて

きたチーズに加え、北海道でも数少ない熟成チーズ作りに挑戦しています。ファンド資金は、設備投資（チーズブレス
機、加湿器等）に活用します。

・営業者 ：有限会社 のぼりべつ酪農館

・出資募集 ：総額：６３０万円、一口出資額：３１，７１０円

・募集受付期間：平成２７年４月２４日～平成２７年１０月３０日

・ファンド期間：本匿名組合事業が開始した日の翌月１日から４年後

・投資家特典 ：一口に付のぼりべつチーズセット（６千円相当）を

契約期間中に１回送付・のぼりべつ酪農館の製品の

割引購入

３－２．クラウドファンディング案件事例
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地公体様へのご提案内容
①CF活用企業が負担するファンド組成初期費用への
支援（補助金）。

②自治体、金融機関、産業支援機関の連携で、以下
の支援を実施。
・CF活用事業の募集・活用企業の発掘
（募集説明会の開催・北洋銀行支店網を活用した
本事業の活用提案）

・CF活用事業計画ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ支援
・CF申込み事業の審査（書面・プレゼン審査等）
・ファンド組成後の地元住民（出資者）へのPR
（説明会の開催等）

・ファンド終了後の販促支援等の継続的なサポート
（北洋銀行主催の各種商談会（インフォメーションバ
ザール・ものづくりテクノフェア）のご案内など、販路
拡大の支援、成長資金支援(各種ファンド)を実施。）

ミュージックセキュリティーズ㈱
投資型クラウドファンディング「セキュリテ」を活⽤したファンド組成

４-1．「地⽅創⽣」における「投資型クラウドファンディング（CF）」活⽤

新事業を⾏いたい地域の中⼩企業・個⼈等（事業者）

必要資⾦調達→新事業展開（新しい仕事・雇⽤の創出 等）

本事業の
ご提案

業務連携

ミュージック
セキュリティーズ㈱

北洋銀⾏

地⽅⾃治体（広域連携）
・地⽅創⽣予算等によるファンド組成「初期費⽤」⽀援
・CF活⽤希望事業者の公募・選定
・CF活⽤事業のPR（CF出資者向け説明会の開催等）

当行は、ミュージックセキュリティーズ（株）との連携によるCFを活用した新事業支援の取り組みが、地方
創生における「ふるさと投資」事業として活用可能なため、地公体に提案、特に「広域連携」による展開を
お勧めしています。

広域連携で⾏うメリット
・事業実施に際しての注目を集めやすい
（メディアへのPR効果が高い→ファンド活用希望者を集めやすい・
出資者から資金を集めやすい等）

・地方創生の取組み趣旨に適している
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川上（1次産業）農業者
食品業者

首都圏最大規模の道産食品
商談会と皆様に認知される

までに成長

各種商談会食のプロダクト・デザイン（FPD）農業経営支援

川中（2次産業） 川下（3次産業）

当
行
の
取

組

み

北洋6次産業化応援ファンド

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

インフォメーションバザール in Tokyo
出展企業・団体 160 社

来場バイヤー 4,200 名

海外バイヤー招聘

野菜や肉用牛の事
業サイクル「動産担
保融資」（ＡＢＬ）、特
許権や著作権など
の知的財産権に着
目した「知的財産権
担保融資」といった
多様な資金供給方
法を全国に先駆的
に手がけ、資金面か
らも支援

川中から川下に繋がる支援策

商品ブラッシュアップ

商品は『どうしたら売れるのか』

食の専門家から直接、｢売れる
商品｣にするための改善策な
ど、課題解決に向けた具体的
なアドバイスを受けることによ
り、商品力強化。

Brush up！

売れる商品に磨き上げ、首都
圏への販路拡大にチャレンジ

食の専門家･･･百貨店バイヤー、料理
研究家、流通関係者など

４－２．フードビジネスに対する支援 農業経営支援・FPD・各種商談会（地域産業支援部）

【事例（地方版総合戦略）】地域食材のブラッシュアップ・販路拡大
（例１）農作物の新たなブランドの育成とPRの推進

（成果目標：KPI）：平成●●年までに農業産出額を●●％アップ

（例２）地元食材のブランド力向上とPRの推進
（成果目標：KPI）：平成●●年までに●●産業売上高を●●％アップ

【当⾏の提案】
地⽅公共団体様・当⾏連携による
⾷の総合的⽀援メニュー提供

地⽅公共
団体様
ニーズ例

ブランド化を進める地域食材のPRのサポート
商品ブラッシュアップに必要な費用の補助
商談会でのブース設置や出展費用の補助、地域企業の共同出展バックアップ

地⽅公共団体
様のサポート

農業応援ファンド
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大通ビッセでのプロモーションと連携し

て、市内ホテル（H27.7知床フェア他）や、

ビッセ内レストラン（H27.7伊達フェア）で

の地域フェアー開催をサポート

Ｈ27.6.8 美深町企業誘致・観光開発・移住対策推進協議会

Ｈ27.7.2 羅臼町

プロモーション事例 更なるサポート事例

◆北海道と連携し、「北洋大通センター」 の1Fスペース（平日通行量は約8,000人）を、観光振興に取組む自治体
や観光関連団体が実施する観光プロモーションの場として提供

◆各地域の観光客誘致の促進、観光産業及び地域振興を支援します

【事例（地方版総合戦略）】観光振興（道内観光プロモーション）
（例）観光振興策の実施
（成果目標：KPI）：平成●●年までに観光入込み客数●●人/年達成

※個別施策 … 道内観光客の入込み数の強化、札幌圏での観光プロモーション
の実施、地域食品（食材）のPR等

【当⾏の提案】
観光プロモーションの場の提供
連動した地域フェアのサポート

地⽅公共
団体様
ニーズ例

「北洋大通センター」 観光プロモーション（地域産業支援部）４－３．観光に対する支援

観光関連団体

北海道経済部観光局

北洋銀行

お申し込みフロー図

地方公共団体様

地元観光業者（団体）と出展協力

地域の特色をチラシやポスターを用い
てPR

出展事業者の費用一部負担

地方公共団体 様 H26年度実績：43団体
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：

：

：

：

：

平成２７年７月２３日（木）10：00～17：00

アクセスサッポロ

２０９社・団体（過去最多）

４，４００名

○商談機会の拡大

事前マッチングによる商談件数７８０件

○多様な産業の出展

食品加工機械、環境・エネルギー、金属・機械・自動車、電気・電子、

IT・ソフトウェア、暮らし（衣・食・住）等

○道外との広域連携

青森県、静岡県、東京都大田区、三重県、名古屋地区、東北地区等から３９社出展

○支援機関と大学との連携（同日開催）

「ほっかいどう受発注拡大商談会」主催：（公財）北海道中小企業総合支援センター、（一社）北海道機械工業会

「道内企業と道内大学、高専、公設試の共同研究発掘フェア」 主催：北海道大学ほか

『北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１５』 の開催（東日本最大規模）

ものづくりテクノフェア（地域産業支援部）４－４．地域ものづくり産業への支援

（平成22年度より実施）【事例（地方版総合戦略）】地域ものづくり産業の振興
（例１）地域の特徴を活かした多様な産業の連携による産業振興
（成果目標：KPI）：支援により実現した商品開発●件、販路拡大件数●件

（例２）地域の中核企業に対する支援
（成果目標：KPI）：支援対象企業数：●●社 雇用創出：●●人

【当⾏の提案】
地⽅公共団体様・当⾏連携による
地域産業ブラッシュアップの場の
提供

地⽅公共
団体様
ニーズ例

北洋銀行ものづくりテクノフェア
優れた技術や製品を有する中小企業、大学、支援機関等が一堂に会する場を提供し、地域のものづくり企業の販路拡大や企業間
連携の促進、情報交換や技術交流を通じて、地域の産業の磨き上げをサポートします。

日 時

会 場

出展者数

来場者数

特 徴

地方公共団体様は、地域のものづくり企業がものづくりテクノフェアに出展することを通じて、商品開発や販路拡大等を支援することが可能です。
【 サポート例 】
地方公共団体様による出展費用の補助やブースの設置、テクノフェアにおける人的サポート、出展前後における様々な支援 等

地⽅公共団体
様のサポート
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４－５．企業の成長支援(リスクマネー活用)

北 洋 銀 行

過小資本の課題
財務体質強化 企業の成長・発展 企業価値（株価）上昇

ファンド投資期間（期間5年）

ファンドによる株式引受（上限３０百万円） 企業・オーナー等による株式買戻

● 技術・商品・ビジネスモデル等に特長・優位性ある成長期待企業への支援

● 個別企業支援の積上げによる、北海道の産業基盤育成・雇用創造等地域貢献への取組

【 北洋イノベーションファンド 】 ・総額５億円 投資期間5年 1社あたり投資額30百万円以内
・銀行本体での株式取得により、機動的な出資が可能に。
・種類株(原則議決権無)取得により、独禁法上の5%ルールをクリ
ア。

平成24年4⽉組成

北洋イノベーションファンド（地域産業支援部）
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５．地方創生クラウドファンディング先導モデル事業

○ 直接的なビジネス以外にもクラウドファンディングを広く活用する事例

地域の課題解決や活性化に向けた資金調達の一つであるクラウドファンディングの活用促進に向け
て、官民協働によるクラウドファンディングの実践ノウハウの構築と普及に取り組む。

趣 旨

・官民協働によるクラウドファンディングの実践

・地域でのクラウドファンディング普及セミナーの開催

事業内容

個人や企業、その他の団体等が、インターネットを介して、
寄付、購入、投資などの形態で、不特定多数の支援者から少
額の資金調達する仕組み。

クラウドファンディングとは ？

胆振総合振興局
（行政）

北洋銀行
（金融機関）

ＡＣＴＮＯＷ
（クラウドファンディング事業者）

地域資源を活用した
新事業展開や創業をサポート

クラウドファンディング活用による地方創生

新たな資金調達の確立による
地域活動の活性化

地域の事業者や活動家に対する
新分野進出・市場開発の場の提供

【胆振総合振興局キャラクター「いぶりＯＮＥ－Ｊｒ．」着ぐるみ製作費募集プロジェクト】

［募集金額］ 100万円
［募集開始日］平成27年11月20日 ［募集期間］平成28年1月31日
［募集結果］ １４５万６千円
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地域産業の担い⼿から ⽇本⻘年会議所
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T-MEDIAホールディングスの取り組み
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株式会社T-MEDIAホールディングス
取締役

根本 浩史

T-MEDIA HOLDINGS Copyright @ T-MEDIA HOLDINGS Co. ltd. All Rights Reserved.

CCC ＝ カルチュア・インフラを、つくっていくカンパニー

T-MEDIA ＝ネット分野における生活提案プラットフォーム
企画・運営事業

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

(株)TSUTAYA
カルチュア・

エンタテインメン
ト（株）

CCC
マーケティング

（株）

（株）
T-MEDIA

ホールディングス

CCCデザイン
カンパニー
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ベンチャー企業とのマーケティング支援プログラム

㈱TSUTAYA

5,707万人のT会員基盤

T-SITEを活用した

マーケティング支援

必要に応じて

成長資金を提供2015年優秀賞
GREEN FUNDING
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【2015年7⽉事業連携開始】

① 新しいメディア『GREEN MAGAZINE by T-SITE』サービス開始

② TSUTAYAやT-SITE・蔦屋家電などのリアル店舗とのイベント連携開始

③ GREEN FUNDING by T-SITEへの送客⽀援

④ コンテンツ⽀援（CCCグループの取引差様のコンテンツをご紹介）

⑤ Tポイントの連携開始（今春予定）
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TSUTAYA CREATORS'PROGRAM（TCP）とは？
クリエイターの発掘と育成を⽬的に、
「良質な映画企画＝名作のタネ」を、
CCCがバックアップして制作し、ユーザーへ展開

制作資⾦の⼀部を募集

作品企画を募集

全国のTSUTAYA店舗
TSUTAYA TVで、

レンタル展開

制作

選定
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増田宗昭
カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

代表取締役社長兼CEO

中西一雄
カルチュア・エンタテインメント株式会社
株式会社T-MEDIAホールディングス

代表取締役社長

中沢敏明
プロデューサー

おくりびと
十三人の刺客

一命

久保田修
プロデューサー

のぼうの城
るろうに剣心

ガール

阿部秀司
プロデューサー

ALWAYS3丁目の夕日
永遠の０

STAND BY ME
ドラえもん

大谷健太郎
監督

NANA
ジーンワルツ

黒執事

本木克英
監督

超高速！参勤交代
鴨川ホルモー

おかえり、はやぶさ

黒木瞳
女優
失楽園

仄暗い水の底から
阿修羅のごとく

全国の
TSUTAYA
スタッフ票

最終審査員
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グランプリ
「嘘と寝た⼥」 中江 和仁⽒

準グランプリ
「裏アカ」 加藤 卓哉⽒

準グランプリ
「ルームロンダリング」⽚桐 健滋⽒
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×
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取り組み事例紹介 ＦＡＡＶＯ取り組み事例紹介 GREENFUNDING by T-SITE
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「GREEN FUNDING by T-SITE」
greenfunding.jp

5000万人の会員、1450以上のリアル店舗を抱える
CCCグループ（TSUTAYAグループ）のクラウドファンディングサイト

CCCグループ
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「GREEN FUNDING by T-SITE」の強み

リアル店舗との連携
• 代官山・二子玉・湘南等の「T-SITE」, TSUTAYA

直営店舗等、リアル店舗を通じPR及び流通販売

支援

＊案件により応相談となります

「T-SITE NEWS」と連動
• CCCのニュースサイト「T-SITE NEWS」と連動し

たオウンドメディア「GREENMAGZINE by T-

SITE」を運営

＊プロジェクトの告知をサポートします

T-POINTによる支援を可能に
＊2016年春から開始予定

代官山 蔦屋書店 湘南 蔦屋書店
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IoTガジェットプロジェクトの展開例

T-SITE NEWS＆

T-SITE各種オンラインメディアで

アフリエイトバナー展開
• 「T-SITE NEWS」記事をアドで拡散

• TSUTAYA online等各種メディアにバ

ナーを掲出しアフリエイトで支援を募集

イベント

• 二子玉T-SITE 蔦屋家電のイベントス

ペースにて

体験イベントを実施。

チケット予約は即満席に。

T-SITE NEWS

「ウェアラブルトランシーバー<BONX> 」

掲出バナー
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アイドル写真集プロジェクトの展開例

T-SITE NEWS＆

GREENMAGAZINEの記事

• CCCのニュースサイト

「T-SITE NEWS」やオウンドメディア

「GREEN MAGZINE by T-SITE」で記事

になり、他社メディアへも拡散

イベント

• プロジェクト成功で実現した渋谷＆

戎橋TSUTAYAでの写真集発売イベント

では、計150人超のファンが集まり渋谷

店では完売を記録

T-SITE NEWS GREEN MAGAZINE

「元AKB森あんな 20歳記念 初の写真集制作」
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ス ポ ー ツラ ジオ直 営

パートナー企業

32社

出 版

直営サイト及び31のパートナーサイトで構成される
国内最大級の「モール型クラウドファンディングサイト」

モール型クラウドファンディング
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モール型クラウドファンディング

メディアコンテンツ企業を中心としたパートナーの例

テレビ局・ラジオ局

出版周辺特化

DNP×日販

新聞社

西日本新聞社

写真分野特化

アマナ

スポーツ特化

電通関連会社

CSR利用

FIAT・Alfa Romeo

雑誌

東京カレンダー広島地上波テレビ局（HTV） 千葉FMラジオ局
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直営サイトにてプロジェクト起案！ パートナーとなりサイトを運営！

• 映画制作や商品開発などワンチャンスで

資金調達・マーケティングを行いたい

• クラウドファンディングを試してみたい etc.

• 地域・ジャンルにネットワーク・告知網を

持っている

• スポンサーを求めているプロジェクトが

複数ある

• 提案営業やドアノック商材として

活用したい etc.

起案実施パターン
単発でプロジェクトを起案したい場合1 複数のプロジェクトを起案したい場合2
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パートナー企業（ASPサービス利用企業）

広島テレビ様

西日本新聞様

徳島合同証券様

ベイエフエム様

上毛新聞様
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世界No.1になった徳島の純米酒を
増産増強するプロジェクト！

徳島
プロジェクト

支援総額
￥1,855,000

目標金額
￥1,500,000

達成率
123％

支援人数
101名

https://greenfunding.jp/kuukai/projects/1306-no-1 127



蔦屋家電（東京・二子玉川）にて
イベントを開催

徳島
プロジェクト

イベントレポート：http://t.greenfunding.jp/magazine/1873/
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世界遺産に認定された軍艦島を
ドローンや4Kで撮影！長崎

プロジェクト

支援総額
￥4,243,000

目標金額
￥2,000,000

達成率
212％

支援人数
478名

https://greenfunding.jp/linkstart/projects/1252-4k
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支援がふるさと納税になるプロジェクト！京都
プロジェクト

支援総額
￥4,068,500

目標金額
￥2,000,000

達成率
203％

支援人数
144名

https://greenfunding.jp/lab/projects/1367-
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広島出身のアイドルが
「日本お好み党」を発足し地元を盛り上げる！広島

プロジェクト

支援総額
￥1,580,000

目標金額
￥1,000,000

達成率
158％

支援人数
70名

https://greenfunding.jp/miraimakers/projects/1006 131



南房総白浜のシーフードを使った
カレーを商品化するプロジェクト！千葉

プロジェクト

支援総額
￥655,240

目標金額
￥400,000

達成率
163％

支援人数
151名

https://greenfunding.jp/projectroom/projects/827- 132
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まちづくりGIFTの取り組み
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ファーボ

地域の「らしさ」を
誰もが楽しめる社会をつくる

取り組み事例紹介 ＦＡＡＶＯ取り組み事例紹介 ＦＡＡＶＯ
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“まちでいちばん身近な”クラウドファンディング

143



1. より近く
2. より深く

“まちでいちばん身近な”クラウドファンディング

＝
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全国横断の地方創生パートナー新設
第一弾：公益社団法人日本青年会議所（JC）

1.より近く：全国組織との連携
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トップランナー委員会にメンバーがジョイン
全国697ヶ所、約36,000会員

1.より近く：全国組織との連携
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大学コンソーシアム、商工会議所などの連携
学業やビジネスの現場でより気軽にCFを

1.より近く：公的機関の現地窓口の拡充

FAAVOやまなし
「地（知）の拠点大学による地方創生事業（COC＋）」（文科

省）

FAAVO東京八王子（2016.4〜）
関連団体「サイバーシルクロード八王子」による運営
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山梨県内の全大学で授業内にCFを取り入れて、学生のアイディアを実現させ
ていく取り組み、商工会の定期セミナーとして講座開催など

エリアオーナーが中心となって現地の普及促進に注力

1.より近く：公的機関の現地窓口の拡充
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市町村広域連携の広がり
隣接する自治体が一丸となり、地方創生

1.より近く：市町村単位の取り組み拡充

FAAVO美濃國
美濃加茂市、関市、各務原市

FAAVOしもきた（2016.4〜）
むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村
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関市からはすでに、4,500万円を集める
プロジェクトの実績も

1.より近く：市町村単位の取り組み拡充
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山梨移住定住イベント@移住交流ガーデン
２月１２日（金）

2.より深く：地域の課題解決（移住）
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FAAVO宮崎エリアオーナーを中心に
MiyazakiStartup Valley（ミヤバレー）立ち上げ

2.より深く：地域の課題解決（起業）
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クラウドファンディング事始めと

クラウファンディングのこれから

©2016 Masakazu Masujima all rights reserved

February 19th, 2016

増 島 雅 和

森・濱田松本法律事務所 パートナー弁護士

金融革新同友会Finovators代表

日本クラウドファンディング協会理事

masakazu.masujima@mhmjapan.com

第６回「ふるさと投資」連絡会議

取り組み事例紹介 ＦＡＡＶＯ弁護⼠の⽴場から 増島先⽣
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©2016 Mori Hamada & Matsumoto all rights reserved

自己紹介

増 島 雅 和（ますじま まさかず）

森・濱田松本法律事務所 パートナー弁護士 （日本法・ニューヨーク州法）

2001 弁護士登録

2006 米国ウィルソン・ソンシーニ法律事務所（シリコンバレーオフィス）

2007 ニューヨーク州弁護士登録

2010 金融庁監督局銀行第一課（RRP担当）兼保険課

日経CSISバーチャルシンクタンク・フェロー

イニシアチブ： 金融の力で我が国産業構造のイノベーションを加速する“Startup Innovators”主宰

http://startupinnovators.jp/ 

2013 経済産業省 新事業創出支援関係者会議 委員

2015 ＩＭＦ外部カウンセル（米国FSAP：金融破綻処理法制担当）

日本ベンチャーキャピタル協会顧問等
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２００９年アメリカ合衆国
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Cheering SPYSEE
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２００９年 日 本
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チアスパ！
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慶應大学４年 米良はるかさん
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ReadyForローンチ
159

そして２０１１年３月...



©2016 Mori Hamada & Matsumoto all rights reserved

当初ビジネスモデルは
「アバター売買モデル」

Inspired by GREE
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ReadyForで
「肩たたき券モデル」へ

「プレッジ」はちょっと…

引換券

チケットの販売で売買とし
ての取引をいったん結了

ただし6ヶ月以内引換え
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放置プレイ ＆
自己責任

VS
案件審査 ＆
手厚いサポート
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日本の利用者の特徴
・丁寧に扱ってほしい

・いろいろと教えてほしい

日本の消費者の特徴
・引渡しが得られなければアウト
・対象物が説明と少しでも異なるとアウト

⇒「永続するサービス」をつくるためには？

日本のクラウドファンディングサービスの標準へ
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クラウドファンディングのこれから

プロジェクト起案者が求めているもの

ー 資金

ー 支持（支援・応援）

ー 参加者

資金拠出者が求めているもの

ー 支援することにより表現される自分

ー プロジェクトへの参加（感）

ー 対価
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©2016 Masakazu Masujima all rights reserved

クラウドファンディングのこれから

類型（寄附型、売買型、貸付型、投資型）は法形式によ
る人為的なものに過ぎない

－類型論による取扱いを差異化する議論に注意

P2Pによるシェアリングエコノミーとしてのクラウドファン
ディング

－資金需要者と提供者は固定的ではなく、役割を変え
てプラットフォームに関与

－分散型金融とパワーシフト
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取り組み事例紹介 ＦＡＡＶＯ

クラウドファンディング
Crowd Funding

取り組み事例紹介 READYFOR?

166READYFOR All Rights Reserved.



READYFOR株式会社

・2011年3月29日日本初のクラウドファンディングとして運営を開始
・東京大学人工知能研究者の松尾豊が創業したオーマ株式会社の１事業として運営
・2014年7月READYFOR株式会社を創業、その後事業譲渡
・日本最大のクラウドファンディングとして、年間１０億円以上の流通を誇る

・慶應義塾大学メディアデザイン研究科
修了
・World Economic Forumグローバル
シェイパーズ2011に選出され、日本人史

上最年少でスイスで行われたダボス会
議に参加
・St.Gallen Symposium Leaders of 
Tomorrow、内閣府 国・行政のあり方懇
談会 委員等国内外の数多くの会議に参
加

代表取締役CEO 米良はるか 取締役COO 樋浦直樹 取締役CFO 元田宇亮
・東京大学教育学部卒業

・東大ラクロス部にて、大学リーグと得
点王を記録

・ボストン・コンサルティング・グループ
にて小売・消費財業界を中心とした大
企業のコンサルティング業務に従事。
・2015年1月READYFOR株式会社
COOに就任。

・立教大学経済学部会計ファイナンス学
科卒業
・在学中コンサルティング会社にてWEB
マーケティング事業などを経験
・三菱UFJモルガン・スタンレー証券投資

銀行本部にて、株式引受及び事業・資本
戦略提案業務に従事
・2015年9月よりREADYFORに参画し、
コーポレート部門全体を統轄。

167READYFOR All Rights Reserved.



現在、日本国内にあるクラウドファンディングサービスは50個以上。
その中で、READYFORは日本で初めてクラウドファンディングを開始し、
国内最大のクラウドファンディングサービスを提供しています。

累計支援者数
140,000人

プロジェクト数
3,900件

累計支援額
20.3億円

READYFORとは？

168READYFOR All Rights Reserved.



READYFORでは、多くの「社会にインパクトを与えるプロジェクト」が生まれてきまし
た。プロジェクト実行者の年齢層も中学生から80歳以上の方と幅広く、個人だけでは
なく自治体やNPO/NGOの方々にもご利用いただいています。

掲載プロジェクトの特徴

169READYFOR All Rights Reserved.



地域事業・地域活性化のプロジェクトは大幅に増加
カテゴリーTOP1に

170READYFOR All Rights Reserved.



READYFORの３つの提供バリュー

１ 1対1のサポート体制 ２ 協力なPR体制 ３ ノーリスクで開始

READYFORでは、すべての

プロジェクトに必ず１人の経験
豊富なキュレーターという専門
スタッフがつきますので、初め
ての方でも
安心して実施可能にしていま
す。

READYFORは、述べ15万人

の支援者を抱えており、メール
マガジン、Facebookページ、
PR会社との業務提携

などを通じて、プロジェクトを多
くの方に広げるお手伝いをして
います。

READYFORでは、手数料は

目標金額達成時の頂く、成果
報酬制のため、一切の諸費
用なく、スタートが可能です。
※達成時には達成金額の17%を頂き
ます。

2016年1月7日放送 カンブリア宮殿より

171READYFOR All Rights Reserved.



READYFORの３つの取り組み

１ 金融機関や事業者
との提携 ２ メディアとの連携 ３ 寄付型も提供

READYFORでは、地方銀行様、信

用金庫様との業務提携を積極的に
行っています。また、地域活性事業
を行うJTB様とも業務提携を行いま
した。

・製品化を行う前の、テストマーケ
ティング
・融資は難しい小規模案件
に利用される事が多いです。

地域の活性化にお役立ちさせてい
ただきます。

ウェブメディアとの連携、日経電子
版やソトコトでの連載を持つ等、各
方面のメディア掲載を通じて、プロ
ジェクトを世の中に広めるお手伝い
をさせていただきます。

支援金を「寄付」として受け取る事が
出来る、「寄付型クラウドファンディン
グ」も提供しています。これにより、
・自治体
・認定NPO法人
・学校法人

等、寄付控除の対象となるプロジェク
トを寄付をされる場合、控除の対象と
なります。
1つめの事例で、3000万円の案件を
出しており、大好評を得ております。
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金融機関との連携事例

どんな案件でもご紹介いただくだけで、資金調達を開始させていた
だきます。※1
ご紹介パートナーとして、成功報酬にて、キャッシュバックを
させていただきます。※2
※1 公序良俗に反するもの等、弊社の審査を通過する必要はございます。
※2   他にも様々なパートナーシップ事例がありますので、お気軽にご相談ください。
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誰もがやりたいことを実現できる世界を創る

READYFORは社会をよりよくしようとする実行者と、その想いに共感する支援者を

支えるコミュニティとして、このコミュニティに関わる人すべてが私たちのサービスを快

適にるようできるよう尽くします。このサービスから始まる共感の輪が、もっともっと多

くの人々に届くようにあらゆる努力を惜しみません。

誰もが夢を実現できる、そんな未来のために。
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